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 概要書 
本稿では、資産負債アプローチが提唱された 1976 年から現在まで、どのように
資産負債アプローチが考えられてきたかを概観した。そこからは、当初から現在ま
での間に、資産負債アプローチは必ずしも固定化した概念ではなかったことが分か
る。1976 年討議資料当初は、財務諸表の構成要素に関する定義を定めているが、認
識や測定に関しては、資産負債の増減の認識測定をもって、収益費用を認識するも
のとしか示しておらず、どのように認識測定するかについてまでは触れていなかっ
た。しかし、その後の改正や基準の動きは、定義のみならず、認識・測定にまで触
れるようになった。測定のところで、資産負債アプローチを導入しようとすると、
これまでのフローの概念から導かれた測定値ではなく、ストックの概念から導かれ
た測定値になるため、いきおい公正価値や現在価値での測定という話に焦点が移っ
てしまった。 
これらの流れを考えてみると、大まかに二つの資産負債アプローチの考え方があ
るように思われる。一つは、財務諸表の構成要素に関する定義を資産負債アプロー
チに基づいて定義するが、認識や測定については特に示さないものと、もう一つは、
定義は資産負債アプローチに基づくのは同じであるが、認識や測定にまで資産負債
アプローチの概念を導入しようとするものの二つである。本稿では、前者は、資産
負債アプローチの使い方を財務諸表の構成要素に関する定義に限定し、認識測定を
特に示さず、取得原価から公正価値に至るまで幅広い測定属性を許容しうるアプロ
ーチであるため、「許容資産負債アプローチ」と呼ぶことにし、後者は、資産負債
アプローチの使い方を定義のみだけでなく認識測定にまで導入し、いきおい公正価
値での測定に固執する、または制限するため、「制限資産負債アプローチ」と呼ぶ
ことにした。「許容資産負債アプローチ」も「制限資産負債アプローチ」も利益を
含む財務諸表の構成要素を資産と負債の定義に依存して定義する点では同じである。
しかし、「許容資産負債アプローチ」の場合は、認識及び測定においては、特に示
しておらず収益費用アプローチとの関係についても相互補完的な関係にある。一方、
「制限資産負債アプローチ」の場合は、認識および測定についても資産負債の測定
に依存して利益を捉えようとするものである。ただ、資産と負債の定義からは、必
然的にその測定値を導くことができない。公正価値で測定されるべきであるかどう
かを、投資家にとっての有用性の観点から確認し、最終的にどのような利益計算の
アプローチが望ましいかを考察した。 
投資家が投資するにあたっては、将来のキャッシュフローの予測が必要であり、
 その場合には、過去において期待したものが、実際にどれだけ事実として達成され
たかを比較することで、過去の期待を改訂し、また将来どのようになるかの予測が
ある程度可能になるのである。過去において期待したものがキャッシュインであれ
ば、実際のキャッシュフローを生み出したかどうかは、最初にリスクを負ってキャ
ッシュアウトしたものが、実際にどれだけのキャッシュインを生み出したかを比較
することで確認されよう。投資家は期待と事実の差異を分析し、その分析結果をベ
ースにまた将来にどのような成果が出るかを期待し直すと考えられるのである。  
この期待される将来のキャッシュフローを見積るに当たっては、投資の性質によ
って、期待した成果の現れかたと、その成果の測定の方法が、異なるため、二種類
の投資の性質に分けて考えるべきとした。一つは、事業投資であり、もう一方が金
融投資である。 
事業活動からの成果を期待している事業投資では、事業活動を通じたキャッシュ
フローの獲得をもって成果を測り、市場価格の変動による結果を期待した金融投資
の場合では、市場での公正価値の変動をもって成果を測ることになる。よって、事
業投資の測定の仕方と、金融投資の測定の仕方はおのずから異なってくることにな
る。 
このため、事業投資の成果は、公正価値で測らなければならないことにはならな
い。むしろ、事業活動に投入した資本設備や原材料などのインプットは、キャッシ
ュアウトフローで測定し、それらをもとに生み出された製品やサービスなどのアウ
トプットは、それが販売等されたときのキャッシュインフローで測定される、その
キャッシュインフローを獲得した時点でそれらを認識することが、事業活動の成果
の期待した数値に即したものになるであろう。 
一方、金融資産の場合は、それが事業目的に制約されることなくいつでも売却で
きるのであれば、その売却価額に最も近い公正価値で測定されるのが、金融投資に
対する成果の期待に最も近い数値が現れてくることになる。 
このように、投資の性質によって、その測定に当たっての測定属性が異なったと
しても問題はないし、また、期待される成果も異なりうるのである。 
このことから、一つの測定属性に固定して測定する制限資産負債アプローチでは
なく、成果の測定目的に合致した測定属性をとりえる許容資産負債アプローチによ
る会計の利益計算概念が望ましいと考えた。 
その上で、個々の収益認識や財務諸表項目での利益計算のアプローチを確認した。
まず収益認識プロジェクトについてであるが、2010 年 6 月に公開草案「顧客との
 契約から生じる収益」が公表されたが、それ以前の 10 年余りの議論の過程で、公
正価値を強く志向した考え方から、資産負債アプローチに基づきながらも、費用収
益アプローチの考え方を否定することなく取り入れながら利益を捉える方向に向か
っていると考察した。また、いくつかの財務諸表項目においても、どのようなアプ
ローチで利益計算がなされているのかを検討した結果、収益認識と同様、従来の収
益費用アプローチの考え方と資産負債アプローチの考え方のそれぞれが補完し合い
ながら利益計算していると考察した。これらの考察の結果から、許容資産負債アプ
ローチの考え方が実務的にも最も適したものであるとした。 
また、資産負債アプローチの本来の意義から、利益計算のアプローチのあり方を
考察した。そこからは、資産負債アプローチは、収益費用アプローチの考え方を否
定せず、収益費用アプローチの考え方では取り込めなかった資産性や負債性のある
ものを、包括的に貸借対照表で取り込むために、又は、資産性や負債性のないもの
を幅広く取り込み継ぎないようにし、収益費用アプローチの行き過ぎた運用に歯止
めをかける意味で資産及び負債に経済的資源を結び付けて定義しようとするもので
あると考えられた。そうであれば、許容資産負債アプローチの考え方が最も資産負
債アプローチの本来の意義に合致するものであろう。 
これまでの資産負債アプローチの経緯から、そして、財務諸表の目的や投資家の
有用性の観点から、また、実際の個別の財務諸表の構成要素上での実務上のあり方、
また、資産負債アプローチの本来の意義の点からも、許容資産負債アプローチの考
え方が望ましいと考える。よって、許容資産負債アプローチの考え方を今後も踏襲
することが望まれる。 
IFRS においても、許容資産負債アプローチの考え方に向かっていくのであれば、
日本の利益計算のアプローチと大きな相違はないため、日本に多大な負荷をかける
ことはないかもしれない。しかし、今後 IFRS がどのような方向に向かっていくの
かは、不明である。そのため、日本としては、財務報告の目的の達成に近づくため
の原則とは何か、またその基本原則をもって各会計基準間で整合し、納得のいくも
のになるのかを常に考えながら、IFRS に対応していくのが肝要であると結論づけ
た。 
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第１章 序論 
 
 
第１節 問題の所在と本論文の目的 
 
 本論文の目的は、企業会計における基本概念である収益費用アプローチと資産負債アプ
ローチのうち、資産負債アプローチを取り上げ、この概念が登場する経緯、および現在に
至るまで、何が問題となり、どのような過程を経てきたのかを概観し、また、その考察の
結果、どのようなアプローチが本来あるべき姿であるのかを考察することにある。そのう
えで、今後、それがどのような影響を与える可能性があるのかを検討することにある。 
 1976 年に米国財務会計基準審議会（Financial Accounting Standards Board,以下
「FASB」という。）が Discussion Memorandum, ‘An Analysis of issues related to 
Conceptual Framework for Financial Accounting and Reporting: Elements of Financial 
Statements and Their Measurement ’（以下、「FASB 討議資料」という。）において
資産負債アプローチを提唱してから、資産負債アプローチは利益計算における基本概念の
構築に多大な影響を及ぼしてきた。これまでのところ、資産負債アプローチという用語は、
広く受け入れられようとしてきたといえるであろう。しかし、その概念自体の本質、そし
てそれを具体的に認識および測定する段階において、資産負債アプローチをどのように適
用するかについては、必ずしも共有されておらず、現在においても混乱をきたしている。
つまり、実際に認識や測定の段階において、資産負債アプローチがどのように適用・運用
されているのか不明である場合が尐なくない。 
 このことから、まず、資産負債アプローチの現在までの経緯を確認し、資産負債アプロ
ーチがどのように変化したのかを確認する。つまり、それまでと何が変わり、どう変わっ
たのかを確認したい。そのうえで、それは収益費用アプローチの実現や稼得過程の考え方
を否定するものであるのかを考察していきたい。特に収益認識を例に、資産負債アプロー
チはどう変化しているのか、また、いくつかの資産項目や負債項目の具体的な変化を通じ
て、資産負債アプローチの適用状況について考察する。 
 これらを踏まえて、資産負債アプローチを日本の会計制度へ適用する場合に、どのよう
な問題点が生じるのかを把握する。これらの問題点に、日本の制度はどのように対応でき
るのか、税制と会社法の両側面からの問題点と、それへの対応策を模索したうえで、今後
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の日本の会計制度へのあり方を考察する。 
 
第２節 本論文の構成 
 
本節では、本論文の構成に関して簡潔に述べる。 
次の第 2 章では、資産負債アプローチの変化を概観している。まず、企業会計における
利益をとらえるアプローチについて整理し、資産負債アプローチが登場してきた 1976 年
当時から今日に至るまでどのような経過を追ってきたのかを概括する。その上で、特に資
産負債アプローチが多義的であることを確認した上で、あるべき会計アプローチは何であ
るのかを考察する。 
つぎに、第 3 章では、実際の収益認識の会計基準の設定において、資産負債アプローチ
がどのような経緯をたどって、国際会計基準審議会（IASB）が 2010 年 6 月に収益認識に
関する公開草案を公表したのかを考察した上で、資産負債アプローチのあり方を再度考察
する。 
さらに、第 4 章では、財務諸表項目ベースで、資産負債アプローチがどのように取り入
れられているか、また、そこから資産負債アプローチがどうあるべきかを、再確認する。  
さいごに、第 5 章では、第 2 章から第４章までの簡単な総括を行い、今後の展望を述べ
たうえで、日本がどのように対応できるのかを考察する。 
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第２章 資産負債アプローチの変化 
 
 
第１節 企業会計における利益をとらえるアプローチ 
 
利益をどのようにとらえるかというアプローチには、1976 年に FASB から公表された
Discussion Memorandum, ‘An Analysis of issues related to Conceptual Framework for 
Financial Accounting and Reporting: Elements of Financial Statements and Their 
Measurement ’（以下、「FASB 討議資料」という。）により、次の二つの考え方があ
ると明示された。一つは、「収益費用アプローチ（Revenue and Expenses View)」であ
り、もう一つは、「資産負債アプローチ（Assets and Liabilities View）」である。この
収益費用アプローチとは、フローを重視して、利益を収益と費用の差額としてとらえる考
え方であり、また資産負債アプローチとは、ストックを重視し、利益を一会計期間におけ
る正味財産の増加分としてとらえる考え方である。 
第 2 節から詳しく検討するが、資産負債アプローチでは、財務諸表の構成要素の定義の
段階において、ストックを重視する。しかし、具体的に認識、測定する段階においては、
収益費用アプローチと資産負債アプローチの両者の考え方が混在してきた。また、現在に
おいても混在した状態のままともいえる。 
そこでまず、第 2 節では、従来のアプローチであった収益費用アプローチの説明を確認
したのち、資産負債アプローチの説明を、各基準設定主体の概念書などによって確認する。
ただし、資産負債アプローチが、各基準設定主体の概念書、また各基準において、収益費
用アプローチと資産負債アプローチの両者の考え方が混在しながら変化してきていると考
えられるため、どのような経緯をたどって変化してきているか、なぜそのような変化が生
じたかを含め確認したうえで、第 3 節では、その多様性を整理する。そして、第４節では、
利益をとらえるアプローチは、どうあるべきなのかを考察していく。 
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第２節 資産負債アプローチのこれまでの経緯 
 
第１項 収益費用アプローチ 
(1)説明 
1976 年の FASB 討議資料のなかで、資産負債アプローチの概念が初めて出てきたが、
それとともにこの資料の中で、収益費用アプローチについても説明して対比している。
そこで、資産負債アプローチが起こる従前の収益費用アプローチをこの FASB 討議資料
にさかのぼり確認する。 
FASB 討議資料において収益費用アプローチは、「利益が、儲けを得てアウトプット
を獲得し販売するためにインプットを活用する企業の効率の測定値であるとみなされ
ている。それゆえに、利益は一期間の収益と費用との差額に基づいて定義される。」
（ [FASB, 1976] Paragraph 38）としている。 
収益は、企業の営業活動からのアウトプットであり、費用は、当該営業活動のために
なされたインプットである。この全ての費用および収益は、その支出および収入に基づ
いて計上されるが、その発生した期間に正しく割り当てられるように処理するため、収
支を基礎にしつつも、発生主義・実現主義に基づき配分され、費用と収益とを対応させ
るのが、収益費用アプローチであるとされる。 
以下では、個別に認識と測定に分けて、FASB 討議資料における収益費用アプローチ
を再確認する。 
(2)認識 
ここでは、収益や費用の認識については、「収益・費用－すなわち、企業の収益稼得
活動からのアウトプットと当該活動へのインプットとの財務的表現－は、収益費用アプ
ローチにおける鍵概念とされ、収益・費用は、関連する現金の収入・支出が生じた期間
にではなく、アウトプットとインプットが生じた期間に認識される」（ [FASB, 1976] 
Paragraph 38）としている。 
(3)測定 
一方、測定に関しては、「収益・費用認識の時点決定の結果、期間収益を稼得するた
めのコスト（費用）が当該収益から控除されるならば、利益は適切に測定される。収益・
費用の測定、ならびに１期間における努力（費用）と成果（収益）とを関連付けるため
の収益・費用認識の時点決定が、財務会計における基本的な測定プロセスであるとし、
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利益測定を収益と費用の対応プロセスとして説明する」（ [FASB, 1976] Paragraph 39）
としている。 
(4)収益費用アプローチの特徴と問題点 
収益費用アプローチにおいては、収支を基礎にした発生主義・実現主義による期間損
益計算がなされるが、通常、収入・支出と収益・費用とは一致しないため、その将来の
損益にかかわる不一致項目が生ずる。これらの不一致項目が収容されるのが貸借対照表
となる。これが、貸借対照表は、各期の損益計算の「連結環」であるとされるゆえんで
ある。 
収益費用アプローチによれば、キャッシュフローという「事実」に基づいて、発生主
義（Accrual）をベースに利益が決定、配分（Allocation）をベースに資産・負債が決定
されることになる。収支と収益費用とは、配分でつながり、収支の配分による収益費用
の決定が資産・負債の決定にもなっていることを意味する。例えば、過去および現在の
支出にかかわる配分のうち、当期に配分されたものは費用化され、繰り延べられたもの
については、未配分項目として資産に計上される。その典型例が、減価償却資産である。 
一方、将来の支出について、当期に発生したと見越して配分されたものを費用化し、
期末現在ですでに配分(既配分)されたものとして積み立てられたものの典型例が、修繕
引当金等の費用性引当金となる。また、過去および現在において収入されたもののうち、
当期に配分されたものは収益化され、繰り延べられたものは未配分として負債として計
上される。この典型例が前受金である。一方、将来の収入のうち、当期分であるとして
見越されたものを収益化し、期末現在ですでに見越されたものの累計額(既配分)が資産
として計上される。この典型例が未収金となる。このように、貸借対照表には以下のよ
うな、企業にとっては経済的資源・義務を表わさないある種の「繰延費用」「繰延収益」
「引当金」等の未決項目が含まれることになる。 
 
表 1：支出および収入に係る配分 
 ≪「支出および収入」にかかわる配分≫ 
「支出」にかかわる配分…費用配分と資産・負債 
 ①繰延…過去・現在支出→費用化＝資産（未配分） 減価償却資産 
 ②見越…将来支出→費用化＝負債（既配分）  費用性引当金 
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「収入」にかかわる配分…収益配分と資産・負債 
 ①繰延…過去・現在収入→収益化＝負債（未配分） 前受金 
 ②見越…将来収入→収益化=資産（既配分）  未収金 
 
また、収益費用アプローチにおける「発生」「配分」「期間対応」の概念には、不明
確であいまいな点がある。たとえば、これまでの慣行等で、これらの発生や配分がなさ
れるということや、また、減価償却資産の減価償却方法である定率法や定額法は、あく
までも規則的・計画的な仮定に基づくものであり、当該仮定の根拠を明確に説明しづら
い。このようなことから、恣意性が介入しやすいという、収益費用アプローチの問題が
クローズアップされるのである。これに対応するため、資産負債アプローチが現れたと
いえよう。 
なお、第２項からは、資産負債アプローチがどのように定義され、認識や測定をどの
ように考えていたかを、時系列で追いながら概観する。 
 
第２項 1976 年 FASB 討議資料概念フレームワークにおける資産負債アプローチ 
(1)説明 
資産負債アプローチが最初に提唱されたのは、1976 年の FASB 討議資料であるが、
ここでの資産負債アプローチは、「利益とは１期間における営利企業の正味資源の増分
の測定値であり、利益は資産・負債の増減額に基づいて定義される。」と説明されてい
る。 
したがって、財務諸表の構成要素のうち、正の利益要素である収益は、「当該期間に
おける資産の増加および負債の減尐に基づいて定義され、負の利益要素である費用は、
当該期間における資産の減尐および負債の増加に基づいて定義される」 ( [FASB, 
1976]Paragraph 34)としている。 
(2)認識 
つまり、この資産負債アプローチからすると、「収益を認識することは資産の増加な
いし負債の減尐を認識することと同義であり、費用を認識することは資産の減尐ないし
負債の増加を認識することと同義である。利益は、資産・負債の変動に関連付けてのみ
測定可能である」（ [FASB, 1976]Paragraph 35）とされていた。 
(3)測定 
7 
 
それゆえ、ここでの資産負債アプローチでは、「資産および負債が鍵概念となり、資
産および負債の属性およびそれらの変動を測定することが、財務会計における基本的な
プロセスとなる。」として、「その他の財務諸表の構成要素－すなわち、所有者持分ま
たは資本、利益、収益、費用、利得、損失－すべて、資産・負債の属性の測定値相互間
の差額、または当該各測定値の変動額として測定される」（ [FASB, 1976]Paragraph 34）。 
(4)特徴 
1976 年討議資料での資産負債アプローチの特徴は、財務諸表の構成要素に関する定義
はあるが、認識や測定に関しては、資産負債の増減の認識測定をもって、収益費用を認
識測定するとしか示していないことである。この段階では、測定にあたって、どの測定
属性を使用してどのように測定するかについての記載はない。当初の資産負債アプロー
チにおける構成要素に関する定義は、あくまでも収益費用アプローチにおける会計上の
認識や測定の問題を補完するものであって、それらに取って代わるものではないとされ
ていたことである。 
 
第３項 1979 年 FASB 公開草案の資産負債アプローチ 
1976 年討議資料に対して寄せられたコメントレターや公聴会では、総じて反対意見が
多かったにもかかわらず、1979 年の FASB, Exposure Draft, Elements of Financial 
Statements of Business Enterprises.1979.(以下、「1979 年の公開草案」という。) に
おいて、FASB は財務諸表の構成要素の定義にあたり、完全に資産負債アプローチの立
場をとるようになったといわれている。それは、1979 年の公開草案での利益の定義が以
下のように定義されたことから読み取れる。つまり、「Comprehensive income is the 
change in owner's equity (net assets) of an enterprise during a period from 
transaction and other events and circumstances from nonowner sources.(包括利益は、
出資者以外に起因する取引その他の事象及び環境要因から生じる、一期間における企業
の出資者持分（純資産)の変動である。）」（ [FASB, 1976]Paragraph.35）とされ、今
までの利益を表す Earnings から、Comprehensive income（包括利益）が使われるよう
になった。これは、財務諸表の構成要素の定義上、それまでの収益費用アプローチから、
資産負債アプローチに変わったことを意味すると考えられている。 
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第４項 1984 年 FASB 概念書第 5 号における資産負債アプローチ 
(1)説明 
米国では、FASB によって「財務会計の諸概念に関するステートメント（Statements 
of Financial Accounting Concepts1、以下「SFAC」という）」第 1 号が 1978 年に公表
され、それ以降、現在までに 8 つ2の概念ステートメントが公表されている。利益につい
ては、1985 年に公表された SFAC 第 6 号の「財務諸表の構成要素（Elements of Financial 
Statements）」3に定義され、認識と測定については、1984 年に公表された SFAC 第 5
号「営利企業の財務諸表における認識と測定（Recognition and Measurement in 
Financial Statements of Business Enterprises）」に示されている。 
これらの SFAC では、資産負債アプローチおよび収益費用アプローチについてどちら
を支持しているのかについての明確な記述は見当たらない。「ただし、2000 年に公表さ
れた SFAC 第 7 号には、資産負債アプローチの色彩が色濃く表れている。」[辻山栄子, 
2010]といわれ、また、「資産および負債が最も基本的な構成要素として強調して定義
されていることから、FASB が資産負債アプローチを採用したことは明らかであると一
般に解されている。」 [堀江優子, 2010]とも言われている。具体的には、SFAC 第 6 号
の「財務諸表の構成要素」において、資産と負債の定義が利益を測定する上で、最も重
                                                   
1 本論文の執筆にあたり、FASB 財務会計の諸概念に関するステートメントについては、平松
一夫・広瀬義州訳 『FASB 財務会計の諸概念〔増補版〕』中央経済社、2004 年を参照してい
る。 
2 8 つの概念ステートメントは以下の通り。 
  SFAC No.1. Objectives of Financial Reporting by Business Enterprises.1978.  
  SFAC No.2 Qualitative Characteristics of Accounting Information.1980 
  SFAC No.3 Elements of Financial Statements of Business Enterprises.1980.  
 (Superseded by SFAC No.6)  
  SFAC No.4 Objectives of Financial Reporting by Non-business Organizations 
  SFAC No.5 Recognition and Measurement in Financial Statements of Business      
 Enterprises.1984. 
  SFAC No.6 Elements of Financial Statements a replacement of FASB Concepts  
 Statement No.3 (incorporating and amendment of FASB Concepts Statement 
 No.2).1985. 
  SFAC No.7 Using Cash Flow Information and Present Value in Accounting 
 Measurements.2000. 
  SFAC No.8 Conceptual Framework for Financial Statements.2010 
3 SFAC 第 6 号は、1980 年に公表された SFAC 第 3 号「営利企業の財務諸表の構成要素
（Elements of Financial Statements of Business Enterprises）」の改訂として 1985 年に公表
された。第 6 号は、第 3 号の公表後に SFAC 第 4 号「非営利組織体の財務報告の基本目的
(Objectives of Financial Reporting by Nonbusiness Organizations)」が公表されたことを受
け、第 3 号の定義を非営利組織体にまで拡張したものである。しかし、第 3 号で定義された構
成要素を変更してはいない。 
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要視されており、また、稼得利益が財務諸表の構成要素から除外されていることからし
ても、資産負債アプローチを採用しているように思われる。 
しかし一方で、認識測定を扱った SFAC 第 5 号では、収益費用アプローチの概念が含
まれているとされる。つまり、包括利益の内訳要素として、収益費用アプローチで重要
視される稼得利益4の概念を示し、収益および利得を認識するにあたっては、収益費用ア
プローチで要件としていた、a)実現したまたは実現可能、b)稼得したという二つの要件
を求めていたため、「収益費用アプローチが否定されているわけではないことが分かる。」 
[辻山栄子, 2010b]と述べられているように、資産負債アプローチの概念だけではないこ
とが言われている。 
実際に、SFAC 第 6 号における財務諸表の構成要素の定義と SFAC 第 5 号での認識測
定のあり方をどのように示しているかを参照しながら、上記の点を確認したい。 
 
(2)構成要素の定義 
SFAC 第 6 号「財務諸表の構成要素」においては、10 個の構成要素5を定義している。
SFAC 第 6 号は、貸借対照表を構成する要素として、資産と負債、そしてその差額とし
ての資本（Equity）6以外は認めていない。これは、資産と負債の定義が、利益を認識
する上で決定的な制約を与えることを意味する。また、このことが、SFAC 第 6 号が資
産負債アプローチに立脚していると考えられる要因とされうるのである。具体的に
SFAC 第 6 号での資産・負債および資本（Equity)の定義は以下のとおりである。 
「資産とは、過去の取引または事象の結果として、ある特定の実体により取得または
支配されている、発生の可能性の高い将来の経済的便益である。」（  [FASB, 
                                                   
4 なお、稼得利益には、純利益（net income）に含まれている前期損益修正の累積的影響額が
含まれていないため、厳密には全く同じものとは言えないが、ここでは、その差異が費用収益
アプローチの概念を考えるうえでは、区別する必要がないと判断し、純利益と稼得利益とを特
に区別せずに使用している。 
 また、稼得利益を具体的に以下のように規定している。「稼得利益の中心は、企業の産出物
の対価として取得したものまたは取得すると合理的に見込まれるもの（収益）および当該産出
物を生産し、分配するために犠牲となる物（費用）にある。」（SFAC No.5.Paragraph38） 
5 財務諸表の 10 個の構成要素とは、すなわち、「資産」、「負債」、「資本」、「収益」、「費用」、「利
得」、「損失」、「出資者による投資」、「出資者への分配」、「包括利益」の合計 10 個である。 
6 SFAC 第 6 号では、構成要素として、持分または純資産を使用しているが、本論文では、同
意義の資本（Equity）を使用している。これは、資本、持分、純資産をその時々に応じて使い
分けるのではなく、統一的に「資本」を使うことによって、理解を容易にすることを目的とし
ている。 
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1985]Paragraph.25）とし、 
「負債とは、過去の取引または事象の結果として、特定の実体が、他の実体に対して、
将来、資産を譲渡しまたは用益を提供しなければならない現在の債務から生じる。発生
の可能性の高い将来の経済的便益の犠牲である。」（ [FASB, 1985] Paragraph.35） 
「資本（Equity）とは、負債を控除した後に残るある実体の資産に対する残余請求権
である。」（ [FASB, 1985] Paragraph.49）とある。 
ただし、構成要素の認識測定のためには上記の定義を満たすだけでは足りない。これ
らの定義は、これら構成要素を認識測定する場合に、必ず満たさなければならない必要
条件であり、この定義を満たさなければ財務諸表に計上することはできないが、この条
件が満たされれば、認識測定するのに十分であるかというとそうではない。つまり構成
要素の認識および測定のためには、定義を満たすことは必要条件であっても、十分条件
ではない。財務諸表に計上するためには、構成要素の認識・測定をどのようにするかま
で踏み込まなければならない。 
 
(3)認識と測定 
認識測定については、SFAC 第 5 号「営利企業の財務諸表における認識と測定」に基
づく。SFAC 第 5 号では、まず次の 4 つの基本的認識規準を満足しなければならず、ま
た、かかる認識規準が満足されるときに認識されなければならないとして、以下の 4 つ
をあげている。 
 定義…当該項目が財務諸表の構成要素の定義を満足すること。 
 測定可能性…当該項目が十分な信頼性をもって測定で、かつ目的に適合する属性
を有すること。 
 目的適合性…当該項目に関する情報が情報利用者の意思決定に影響を及ぼしうる
こと。 
 信頼性…当該情報が表現上忠実であり、検証可能かつ中立であること。 
この 4 つの規準は、いずれもコスト・ベネフィットという一般的制約条件が前提とな
っており、また、認識するにあたって、重要性の識閾も前提となるとされている。
（ [FASB, 1984]Paragraph63）しかし、結論から言うと、どのようにして測定値を
導くべきかについての明確な考え方は示されていない。 
また、包括利益だけではなく、稼得利益の重要性も言及していることは、上記（1）
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においても触れたとおりである。実際に、SFAC 第 5 号を参照すると、「稼得利益およ
びその内訳要素に関する情報は、一会計期間の主たる業績の測定値として重要であると
広く認められているので、稼得利益の内訳要素に対して認識規準を適用する場合には、
もっと厳密な指針が必要である。…（中略）…稼得利益情報の重要性については広く認
められているので、稼得利益の内訳要素を認識するためには、資産または負債のその他
の変動を認識するための要件よりも、もっと厳密な要件を提示することをある程度意図
した指針が導き出されることになる。」（ [FASB, 1984].Paragraph79）とある。ここ
で導き出されたのが、「企業の一会計期間中の収益および利得は、一般に、資産(財貨ま
たは用益)または関連する負債の交換価値によって測定され、認識にあたっては、…(中
略)…(a)実現したまたは実現可能および(b)稼得される、という二つの要件を考慮するこ
とが必要である。」（ [FASB, 1984].Paragraph83）ということである。この二つの要
件は、収益費用アプローチの概念が導入されているといえるのではないだろうか。 
以上のことから、SFAC では、資産負債アプローチが資産と負債の定義に依存して利
益やその他の財務諸表の構成要素を導いているが、一方、認識測定するとなると、収益
費用アプローチの概念も取り入れて、稼得利益を重視し、実現稼得概念を導入している
と考えられる。 
 
第５項 1989 年 IASC の概念フレームワークにおける資産負債アプローチ 
(1)説明 
IASB の前身である国際会計基準委員会（ International Accounting Standards 
Committee,以下「IASC」という）により、1989 年に公表された概念フレームワーク7で
                                                   
7 本論文の執筆にあたり、IASB の概念フレームワークについては、国際会計基準委員会財団
（International Accounting Standards Committee Foundation, 以下「IASCF」という）が
著作権を持つ国際財務報告基準（International Financial Reporting Standards,以下「IFRS」
という）2010 の日本語版を参照している。また、1989 年 4 月に IASC 理事会で承認されたこ
の IASC の概念フレームワークは、2001 年 4 月に IASB により採用され、現在においても IASB
のフレームワークとして機能している。 
なお、現在 IASB は FASB と共同で、財務会計概念書案「財務報告のための概念フレームワ
ーク」の見直しプロジェクトをフェーズに区切って 2004 年 10 月から行っており、改訂作業中
である。 
フェーズ A：「目的及び質的特性」（2010 年 9 月に改正版を公表） 
フェーズ B：「構成要素、認識」未定 
フェーズ C：「測定」未定 
フェーズ D：「報告企業」(2010 年 3 月に ED を公表) 
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は、資産負債アプローチと収益費用アプローチが FASB とは異なる部分で混在している
といえる。財務諸表の構成要素のうち、まず、資産8、負債9を定義し、それらの差額と
して資本10を定義している点は、同じであり、資産、負債また資本の定義もおおむね同
じである。また、収益の定義もおおむね同じであるが、IASB の場合は、収益を広義の
収益と狭義の収益とがあり、狭義の収益（この狭義の収益は、必ずしも構成要素ではな
いが）には、収益費用アプローチの概念が含まれているように思われるのである。具体
的に、収益費用アプローチの概念が含まれているのかを確認する。 
まず、FASB での定義であるが、FASB による SFAC 第 6 号「財務諸表の構成要素」
の収益(revenues)は、「収益とは、財貨の引渡もしくは生産、用益の提供、または実体
の進行中の主要なまたは中心的な営業活動を構成するその他の活動による、実体の資産
の流入その他の増加もしくは負債の弁済（または両者の組み合わせ）である。」（  [FASB, 
1985]Paragraph78）とし、定義の上では、資産負債アプローチに基づくものであるこ
とが分かる。 
一方、IASC の概念フレームワークには、広義の収益（income）があり、その広義の
収益に、収益（revenue）と利得（gain）の両者が含まれている。具体的には、広義の
収益(Income)は、Paragraph70 で、「当該会計期間中の資産の流入もしくは増加または
負債の減尐の形をとる経済的便益の増加であり、出資者からの拠出に関連するもの以外
の資本の増加を生じさせるものをいう。」とされ、資産負債アプローチに基づく定義が
なされている。 
このことから、FASB の収益(revenues)と広義の収益（income）とは、おおむね同じ
であり、どちらも資産負債アプローチに基づいている。しかし、IASC の概念フレーム
ワークの場合、財務諸表の構成要素ではないが、広義の収益（income）の下位概念であ
る、狭義の収益（revenue）と利得（gain）を個別に見た場合、とくに、狭義の収益（revenue）
のは、「企業の通常の活動の過程において発生し、売上、報酬、利息、配当、ロイヤル
                                                   
8 IASB のフレームワークにおいて、資産は以下のように定義される。つまり、「資産とは、過
去の事象の結果として当該企業が支配し、かつ、将来の経済的便益が当該企業に流入すること
が期待される資源をいう。」（IASB フレームワーク Paragraph.4.4(a)） 
9 IASB のフレームワークにおいて、負債は以下のように定義される。つまり、「負債とは、過
去の事象から発生した当該企業の現在の債務であり、これを決済することにより経済的便益を
包含する資源が当該企業から流出する結果になると予想されるものをいう。」  
10 IASB のフレームワークにおいて、資本は以下のように定義される。つまり、「資本とは、
特定の企業のすべての負債を控除した残余の資産に対する請求権である。」  
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ティおよび賃借料を含むさまざまな名称で呼ばれている。」（IASB フレームワーク
Paragraph74）とされており、「企業の通常の活動の過程において発生している」との
記述から、収益費用アプローチが反映されている。 
つまり、広義の収益は、資産負債アプローチによって定義されているといえるのに対
して、狭義の収益（revenue）を個別にみた場合、必ずしも狭義の収益（revenue）は、
財務諸表の構成要素とはいえないが、資産負債アプローチで一貫して定義しているわけ
ではなく、収益費用アプローチの考え方が含まれていると言えるのではないかと思われ
るのである。 
(2)認識 
次に、IASB フレームワークにおいての認識を確認する。 
「認識とは、構成要素の定義を満たし、かつ、第 4.38 項で述べる認識規準を満たすあ
る項目を、貸借対照表または損益計算書に組み入れる過程をいう。」（IASB フレーム
ワーク Paragraph4.37）。第 4.37 項で述べる認識基準を満たす項目とは、「（a）当該
項目に関連する将来の経済的便益が、企業に流入するかまたは企業から流出する可能性
が高い。(b)当該項目が信頼性をもって測定できる原価または価値を有している。」（IASB
フレームワーク Paragraph4.37）ことである。つまり、認識にあたっては、「定義」「蓋
然性」「測定信頼性」といった 3 つの基準を満たす必要があり、そのうえで、「財務諸
表で認識される項目であるかどうかの評価にあたっては、第 3 章 Qualitative 
characteristics of useful financial information11で検討した重要性の考慮事項に注意を
払う必要がある」(IASB フレームワーク Paragraph.4.39)とされている。 
特に収益と費用の認識については、 
「収益は、資産の増加または負債の減尐に関連する収益の経済的便益の増加が生じ、
且つ、それを信頼性をもって測定できる場合に、損益計算書に認識される。」（IASB
フレームワーク Paragraph4.47）とし、資産負債アプローチがとられている。しかし、
Paragrah4.48 にて、「実務上、収益を認識するために採用される通常の手続、例えば、
収益は稼得されなければならないという要請は、本フレームワークにおける認識規準を
適用したものである。」とされ、収益費用アプローチの収益の稼得要件が取り入れられ
ているとも考えられるのである。 
また、費用については、「費用は、資産の減尐または負債の増加に関連する将来の経
                                                   
11 IASB フレームワーク第三章の QC11 では、重要性を取り扱っている。 
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済的便益の現象が生じ、且つそれが信頼性をもって測定できる場合に、損益計算書に認
識される。」（IASB フレームワーク Paragraph4.49）とし、収益と同様に資産負債
アプローチが採用されている。しかし、Paragraph4.50 では、「費用は、原価の発生と
特定の収益項目の稼得との間の直接的な関連に基づいて、損益計算書に認識される。こ
の処理は、一般に費用収益の対応と呼ばれており、同一の取引またはその他の事象から
直接にしかも結びついて発生する収益及び費用を、同時にあるいは結び付けて認識す
る。」とあるように、収益費用アプローチの概念が取り入れられていると考えられるの
である。 
このことから、認識においても、資産負債アプローチだけでなく、収益費用アプロー
チの概念が含まれていることがわかる。 
 
第６項 2007 年欧州モデルでの資産負債アプローチ 
2007 年 7 月に欧州財務報告諮問グループ12（European Financial Reporting Advisory 
Group, 以下「EFRAG」という）が「収益の認識－欧州の提案」と題する討議資料 
[EFRAG, 2007]（以下、「欧州モデル」という）を公表している。 
この討議資料は、EFRAG が「会計に関する世界的な論議に、より効率的に意見発信
するために、欧州各国の会計基準設定主体とともにする活動 (Pro-active Accounting 
Activities in Europe: PAAinE)」(以下、PAAinE という)を通じてなした提案である。
EU が 2005 年から EU 域内において IFRS を統一会計基準とし、欧州市場で資金調達す
る外国企業についても、IFRS と同等の基準に準拠した財務諸表の提出を求め、これま
で相互承認してきた米国基準や日本基準等についても、欧州の立場から同等性評価を行
うなど、IASB に対して絶大な影響力を保ってきた。しかし、IASB は欧州での IFRS の
適用にめどがたった 2004 年 4 月からは、米国の FASB のみを対等な協議相手とするこ
ととし、すべてのプロジェクトを FASB との共同プロジェクトとして進めた。 
ここで問題となったのは、公表された討議資料や公開草案等に対して、市場関係者と
の対話や、コメント募集等が行われ、デュープロセスにのっとった手続がなされている
                                                   
12 EFRAG は、欧州委員会(EC）が IASB から公表される IFRS を承認する際に、専門的な立
場から助言を行うことを目的にして、2001 年に組織された民間団体である。EFRAG は、
PAAinE (Pro-Active Accounting Activities in Europe、欧州における事前の会計活動)を通じ
て、)IASB が取り組む中長期的なプロジェクトのうちの重要な項目に対して、IASB から正式
な提案が公表される前の基準設定過程の早い段階で、欧州の見解を代表して提案することによ
り、IASB の基準設定により大きな影響力を行使することを目指している。  
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が、実際のところ公表された討議資料や公開草案等に対して世界から寄せられた多数意
見が IASB の議論に反映されているのか疑問に思うところが多い状況が生じたことであ
る。このようなことから、EFRAG は、IASB によるコメント募集がなされる段階から
では、意見が反映されにくいと判断し、公表される前に自らの意見を事前に発信する戦
略を採用することにしたのである。これが、EFRAG による PAAinE という活動である。 
特に、IASB と FASB による収益認識に関する共同プロジェクトにおいて、IASB や
FASB から、公正価値モデルへ傾斜するような提案がなされたが、それに対して、EFRAG
を含む欧州各界から繰り返し、軌道修正を求めてきた。にもかかわらず、IASB と FASB
の議論の方向性が変わらなかったため、EFRAG は危機感をもち、欧州自身みずからの
意見を発信することにし、この欧州モデルを提案したのである。 
 
(1)説明 
欧州モデルでの資産負債アプローチについては、次の記述に特徴が表れている。「資
産負債アプローチを採用したからといって、稼得過程が無視されなければならないとい
うことにはならない。」（ [EFRAG, 2007]Paragaraph2.2～2.4）として、IASB/FASB
のアプローチと「等しく資産負債アプローチを採用するとしながら、欧州提案において
は、アプリオリ13な資産と負債の変動の結果として収益が生じると考えるのではなく、
収益の稼得過程の結果として資産と負債の変動が生じるという見解が採用されている。」
[辻山栄子, 2007b]と考えていることである。 
特に収益の定義では、純資産の変動の増減をもって収益をとらえようとするこれまで
の資産負債アプローチとは異なり、欧州モデルでは、収益（Revenue）は経済的便益の
総流入という総額概念でとらえられている。具体的には、「収益とは、経済主体が顧客
との契約に従って活動を遂行することにより生じる、経済的便益の総流入（グロスイン
フロー）である。」（ [EFRAG, 2007]Paragraph2.0）と収益を定義し、収益の稼得過
程に基づき収益を認識した結果、資産と負債の変動が認識されている。つまり、「収益
は資産と負債の変動の結果としてもたらされるものではなく、収益の発生が資産と負債
の変動をもたらすという」 [辻山栄子, 2007b] 考え方がとられている。 
                                                   
13 アプリオリとは、①発生的意味で生得的なもの。②経験にもとづかない、それに論理的に先
立つ認識や概念。カントおよび新カント学派の用法。③演繹的な推理などの経験的根拠を必要
としない性質。（広辞苑より） 
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これらのことが意味するのは、欧州モデルでは、資産負債アプローチと収益費用収益
アプローチとがお互いに相容れない排他的なものではなく、資産負債アプローチと収益
費用アプローチとは、特に収益の認識において互いに補完的な役割を果たしていると見
ることができる、ということである。 
(2)認識と測定 
欧州モデルでは、認識、特に収益の認識については、「(1)説明」で記載した通り、稼
得過程に基づき収益を認識した結果、資産と負債の変動が認識されるとしている。しか
し、こと測定問題に関しては、一切触れられていないという点で特徴がある。資産と負
債の変動の結果として収益が発生し、資産と負債を測定することが収益を認識する前に
決める必要があるとする IASB と FASB の共同プロジェクトでいう資産負債アプローチ
では、測定問題が重要になり、公正価値や取得原価などの測定属性に議論の焦点が行く
が、欧州モデルでは、収益の金額は取引価額であることが前提とされた上で、それをい
つ認識するのかという問題が議論の焦点となっている。 
つまり、この欧州モデルでは、「資産と負債の測定値はもっぱら実際の取引額(契約額)
に依拠することが前提とされる一方、収益の実用的な定義を通じて、その認識時点を見
極めようというアプローチが採用されている。」 [辻山栄子, 2007b]とされ、測定につ
いては議論の対象とされていないと考えられるのである。 
(3)特徴 
上記のように、欧州モデルについては、特に二つの特徴があった。一つは、資産負債
アプローチを採用するとしながら、欧州モデルにおいては、アプリオリな資産と負債の
変動の結果として収益が生じると考えるのではなく、収益の稼得過程の結果として資産
と負債の変動が生じるという見解である。もう一つは、収益測定の問題には一切触れら
れておらず、収益の金額は取引額(契約額)であることが前提とされた上で、それをいつ
認識するのかという問題に議論の焦点が当てられている。これらのことに鑑みても、収
益費用アプローチの概念が否定されているわけではなく、むしろ資産負債アプローチと
収益費用アプローチとが、こと収益の認識においては、たがいに補完的な役割を果たし
ているように見受けられる。 
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第７項 IASB と FASB の MOU プロジェクトにおける資産負債アプローチ 
(1)説明 
「現在進行中の IASB と FASB の MOU プロジェクトでは、公正価値評価による資産
と負債の測定の結果として利益を認識しようとしている。つまり、稼得利益 (純利益)と
いう概念自体を捨てて、ストックの評価から利益を計算しようとする動きである。企業
が獲得したインプットと販売したアウトプットという財産ないしサービスのフローを
考えることなく、公正価値による資産と負債の測定結果として利益を認識しようとして
いる」 [辻山栄子, 2010b] といわれる。これはまさしく資産負債アプローチであるとい
えるであろう（この IASB と FASB の共同プロジェクトで当初繰り返し提案されていた
資産負債アプローチを以下「IASB/FASB の公正価値モデル」という。） 
(2)認識および測定 
IASB と FASB の収益に関する共同プロジェクトでは、当初は次のように考えていた
と思われる。それは、資産と負債の変動の結果として収益が発生するとしており、まず
資産と負債の測定をどのようにするかが認識に先立って必要とされた。そのため、公正
価値で測定するのか顧客対価で測定するのか等、測定問題に焦点があてられることにな
ったのである。そして、資産と負債の測定値は、実際の契約額（取引額）とは独立に求
めることになることから、次第に、公正価値によって測定することを志向する傾向が生
じた。この考え方からすると、収益費用アプローチが取り入れられることなど考えるこ
とができない。また、認識することのみならず、測定に関してまで資産と負債の定義に
依存して決められる方向へ進んだと考えられる。 
(3)直近の公開草案での変化 
財務諸表の構成要素のうちのとくに「収益」の認識測定に関して IASB/FASB モデル
は、10 年近くの議論を重ね、2010 年 6 月に公開草案「顧客との契約における収益認識」
として公表された。ここでは、従来型の稼得という概念（つまり、収益費用アプローチ）
と大きく異なることのないアプローチが取り入れられており、資産負債アプローチの内
容がこの 10 年で当初の公正価値モデルの考え方から大きく変化したとみられるのであ
る。これについては、次章第 3 章にて、詳しく述べる。 
 
以上の資産負債アプローチの変遷の概要を表２にまとめた。 
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表 2：資産負債アプローチの変遷 
時期 資産負債アプローチの変化の特徴 
1976 年 FASB 討議資料  当初のアプローチでは、期間損益の算定に恣意性が介入する
余地を尐なくするのが狙い。収益費用アプローチや取得原価
を排除する狙いはなかった。  
1979 年 FASB 公開草案  包括利益の概念が使われるようになった。しかし、ここにお
いても収益費用アプローチや取得原価を排除することを目的
としたものではなかった。しかし、「FASB が当初より、時
価会計の導入へと導くために資産負債アプローチの概念を提
起した」（津守[1990]）と批判的にみる見解もある。  
1984 年 FASB 概念書
（SFAC)第 5 号と 1985
年 SFAC 第 6 号  
SFAC 第 6 号での定義は資産負債アプローチを採用。しかし、
SFAC 第 5 号の測定や認識では、収益費用アプローチの概念が
含まれている。  
1989年 IASCの概念フレ
ームワーク  
フレームワークでは、広義の収益（income)の定義は資産負
債アプローチを採用。しかし、個別の収益(revenue & gain)
は、収益費用アプローチによって定義されている。  
2007 年欧州モデル  資産と負債の変動の結果として収益が生じると考えるのでは
なく、収益の稼得過程の結果として資産と負債の変動が生じ
るとして、資産負債アプローチであると明言しているが、収
益費用アプローチを否定するのではなく、むしろ収益費用ア
プローチと資産負債アプローチは相互補完的な関係にあると
する。  
IASB/FASB の公正価値
モデル 
企業が獲得したインプットと販売したアウトプットという財
産ないしサービスのフローを考えることなく、公正価値によ
る資産と負債の測定結果として利益を認識しようとする傾向
がある資産負債アプローチである。  
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第３節 資産負債アプローチの多義性 
第 2 節で、資産負債アプローチが提唱された 1976 年から現在まで、どのように資産
負債アプローチが考えられてきたかを概観した。そこからは、当初から現在までの間に、
資産負債アプローチは必ずしも固定化した概念ではなかったことが分かる。1976 年討議
資料当初は、財務諸表の構成要素に関する定義を定めているが、認識や測定に関しては、
資産負債の増減の認識測定をもって、収益費用を認識するものとしか示しておらず、ど
のように認識測定するかについてまでは触れていなかった。しかし、その後の改正や基
準の動きは、定義のみならず、認識・測定にまで触れるようになった。測定のところで、
資産負債アプローチを導入しようとすると、これまでのフローの概念から導かれた測定
値ではなく、ストックの概念から導かれた測定値になるため、いきおい公正価値や現在
価値での測定という話に焦点が移ってしまった。 
これらの流れを考えてみると、大まかに二つの資産負債アプローチの考え方があるよ
うに思われる。一つは、財務諸表の構成要素に関する定義を資産負債アプローチに基づ
いて定義するが、認識や測定については特に示さないものと、もう一つは、定義は資産
負債アプローチに基づくのは同じであるが、認識や測定にまで資産負債アプローチの概
念を導入しようとするものの二つである。本稿では、前者は、資産負債アプローチの使
い方を財務諸表の構成要素に関する定義に限定し、認識測定を特に示さず、取得原価か
ら公正価値に至るまで幅広い測定属性を許容しうるアプローチであるため、「許容資産
負債アプローチ」と呼ぶことにし、後者は、資産負債アプローチの使い方を定義のみだ
けでなく認識測定にまで導入し、いきおい公正価値での測定に固執する、または制限す
るため、「制限資産負債アプローチ」と呼ぶことにする。 
 
(1)許容資産負債アプローチ 
許容資産負債アプローチとは、利益をはじめ財務諸表の構成要素は資産と負債の定義
に依存して定義されるが、認識・測定については特に示さない。つまり、資産や負債を
経済的資源と結び付けて定義し、企業の一期間の正味経済資源の変化の測定値として、
利益が決定されるとするが、それをどのように認識測定するのかということについては、
特に決めていないとしているアプローチである。 
ここでは、構成要素の認識の範囲を決める限りでは、許容資産負債アプローチにより、
資産と負債の定義を必要条件とするが、その一方で、稼得利益(純利益)の内訳要素であ
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る収益と費用ならびに利得と損失を認識・測定する場合は、従来の稼得・実現概念を基
本とする収益費用アプローチを排除するのではなく、むしろ重要な役割を果たしている
とするものである。つまり、企業が事業の遂行を通じて成果を得ることを目的にした投
資である事業投資については、そのフローに焦点を当ててキャッシュフロ （ーすなわち、
取引価格）をもって利益を認識測定することを是としているアプローチである。 
よって、この許容資産負債アプローチの場合は、財務諸表の構成要素を定義すること
は、あくまでも、認識や測定における問題を補完するものとしているといえる。 
(2)制限資産負債アプローチ 
制限資産負債アプローチとは、利益をはじめ財務諸表の構成要素が資産と負債の定義
に依存して定義されることは、許容資産負債アプローチと同じであるが、認識・測定に
おいてまでも、資産と負債の直接的な測定値に依存して利益をとらえようとするもので
ある。 
この制限資産負債アプローチは、ストックの評価そのもので利益を計算すること、つ
まりストックの評価だけに焦点を当てて利益計算をしてしまおうとするものである。こ
こでは、企業が事業の遂行を通じて成果を得ることを目的とした投資である事業投資に
ついても、市場価格の変動によって利益を獲得することを目的とした投資である金融投
資と同様に、資産と負債の変動額をもって測定しようとするものである。そして、資産
と負債の変動の結果として収益および費用が発生すると考える。この制限資産負債アプ
ローチにおいては、資産と負債の測定が収益および費用の認識に先立って決められない
と利益を測定できないことになる。また、資産と負債を測定する際に、企業が獲得した
インプットや販売したアウトプットという財ないしはサービス等のフローを測定上、重
視しないことになるので、いきおい公正価値をもって測定しようとする傾向になる。  
よって、この制限資産負債アプローチでは、利益を含む財務諸表の構成要素のみでは
なく、認識・測定にまで、資産と負債に依存してとらえようとするものであり、特に公
正価値をもって測定する傾向をもつアプローチといえる。 
(3)許容資産負債アプローチと制限資産負債アプローチの相違 
(1)および(2)から、許容資産負債アプローチと制限資産負債アプローチは、利益を含む
財務諸表の構成要素を資産と負債の定義に依存して定義する点では同じであることを
確認した。しかし、許容資産負債アプローチの場合は、認識および測定においては、特
に示しておらず、収益費用アプローチとの関係についても排除するのではなくむしろ相
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互補完的な関係にあるとしている。そのため、事業投資においては、例えば収益などは
取引価格を基本とする測定属性を主として使用し測定する。また、一つの測定属性に限
定して測定するわけではないので、金融投資においては、公正価値で測定されることに
ついて特に否定するものではない。 
一方、制限資産負債アプローチの場合は、認識および測定についても資産負債の測定
に依存して利益をとらえようとするものである。ストックの評価に焦点を当てて利益計
算をしようとするものであり、フローを重視することなく測定するので、その時点での
公正価値をもって測定しようとうする傾向が強くなるというという特徴がある。これを
簡潔にまとめると以下のようになる。 
 
表 3：許容資産負債アプローチと制限資産負債アプローチ 
 許容資産負債アプローチ 
 定義・・・ 資産負債から構成要素を定義 
 認識・測定・・・示さない 
 制限資産負債アプローチ 
 定義・・・ 資産負債から構成要素を定義 
 認識・測定・・・資産負債の測定を重視 
   （特に、公正価値など直接的な測定値を志向） 
 
また、これまでの 1976 年討議資料から現在までの資産負債アプローチを大まかに分
類すると以下のようになると思われる 
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表 4：資産負債アプローチの分類 
 許容資産負債アプローチ 制限資産負債アプローチ 
定義 ○ ○ 
認識・測定 － ○ 
例   
   (注：○とは、資産負債に依存して導かれることを意味する) 
 
表 4 に示すように、許容資産負債アプローチは、当初の FASB 討議資料当時の資産負
債アプローチと、1979 年公開草案の資産負債アプローチ、また、欧州モデルもこの許容
資産負債アプローチと思われる。一方、IASB と FASB の収益認識プロジェクトのスタ
ート当初のモデルである IASB/FASB の公正価値モデルは、制限資産負債アプローチに
分類される。ただし、SFAC 第 5 号と第 6 号における資産負債アプローチと、IASC 概
念フレームワークでの資産負債アプローチは、許容資産負債アプローチと制限資産負債
アプローチのどちらとも分類しがたく、どちらともつかない中間的な位置に属している
と思われる。 
 
(4)収益費用アプローチと許容および制限資産負債アプローチの関係 
(3)で述べたように、収益費用アプローチと許容資産負債アプローチの関係は、相互補
完的な関係であるといえよう。一方、制限資産負債アプローチは、収益費用アプローチ
から生じるフローの流れをもって利益を認識測定することを否定する立場であること
から、収益費用アプローチと制限資産負債アプローチの関係は、相互排他的であるとい
える。 
まず、図１は、収益費用アプローチと許容資産負債アプローチが、相互補完的な関係
にあることをイメージしている。許容資産負債アプローチに基づくと、構成要素の認識
の範囲を決める場合には、資産負債の定義に基づいて決定されるが、資産や負債を測定
FASB 討議資料 
1979 年公開草案 
欧州モデル 
IASB/FASB 公正価値モデル 
SFAC 第 5 号と第 6 号？ 
IASC 概念フレームワーク？ 
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する場合は、企業が事業の遂行を通じて得た成果であるフローに焦点を当てて、現金収
支ないし取引価格に基づいて測定することも取り入れている。つまり、フローに着目し
た部分においては収益費用アプローチを否定するのではなく、むしろその概念を取り入
れているのが許容資産負債アプローチであり、その部分においては、収益費用アプロー
チに補完されている関係であると考えているのである。 
 
図 1：収益費用アプローチと許容資産負債アプローチの関係 
 
 
一方、収益費用アプローチと制限資産負債アプローチは、補完しあう関係ではなく、
排他的であるといえる。図 2 は、収益費用アプローチと制限資産負債アプローチの関係
を表すが、重なり合う部分がないことを明示している。これは、制限資産負債アプロー
チが、資産負債の定義することによって、構成要素を認識でき、且つどのように測定す
るかの測定要件までが確定できると考え、企業が事業の遂行を通じて得た成果であるフ
ローに着目して認識測定する方法を明らかに否定しようとするものと考えられるため
である。 
 
図 2：収益費用アプローチと制限資産負債アプローチ 
収益費用 
アプローチ 
 許容資産負債 
  アプローチ 
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次に、許容資産負債アプローチと、制限資産負債アプローチとの関係について考える。
制限資産負債アプローチでは、資産負債の定義に加え、資産負債の認識または測定値を
重視することにより利益を導き出すと考えており、具体的には、資産と負債の変動差額
をもって利益を認識測定するので、まず資産負債が、直接的に測定されることになる。
そこでは、企業が事業の遂行を通じて得た成果であるフローに関係なく、測定値が決定
されることになるので、いきおい公正価値で測定されることになる。 
このような制限資産負債アプローチに対して、許容資産負債アプローチにおいては、
財務諸表の構成要素の認識の範囲を決める場合には、資産負債の定義に基づき決められ
ることになるが、どのように測定するかについては、公正価値のみではなく、取引価格、
現在価値等によることも許容されており、何かに制限されているわけではない。そのた
め、制限資産負債アプローチに比べ、許容できる範囲は、許容資産負債アプローチのほ
うが広くなり、制限資産負債アプローチは許容資産負債アプローチに包含される関係で
あることが考えられる。 
 
図 3：許容資産負債アプローチと制限資産負債アプローチ 
 
許容資産負債アプローチ 
 
 
収益費用アプローチ 
25 
 
 
 
よって、このことから、収益費用アプローチと許容資産負債アプローチまた制限資産
負債アプローチの 3 つの関係は以下のようになると考えられる。 
 
図 4：収益費用アプローチと許容および制限資産負債アプローチ 
 
 
第４節 あるべきアプローチとは何か 
第 3 節では、資産負債アプローチとは、一つの解釈ではなく、おおまかにわけると許
容資産負債アプローチと制限資産負債アプローチの二つの解釈に分けられるといえた。
また収益費用アプローチと、許容資産負債アプローチおよび制限資産負債アプローチと
の関係についても明確にした。では、これらのアプローチのうち、どのアプローチに基
づいて考えていくべきであるのかを考えていきたい。 
 
(1)収益費用アプローチの問題点と許容資産負債アプローチ 
許容資産負債アプローチ 
 
収益費用 
アプローチ 
 
制限資産負債アプローチ 
 
限定 
資産負債アプローチ 
     
 
制限資産負債アプローチ 
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第 2 章第 2 節第 1 項で示したように、収益費用アプローチにより収益と費用の対応関
係から利益が導かれた場合、貸借対照表上に資産や負債の定義を満たさない繰延項目や
引当金が計上されるという問題がある。また、収益費用アプローチでは、当該期間に実
現した成果である収益に対応するために費消した費用を計上する「期間対応」のため、
キャッシュフローという「事実」に基づいて、発生主義（Accrual）をベースに利益が
決定され、配分(Allocation)をベースに資産・負債が決定される。しかし、これらの「期
間対応」「発生」「配分」の概念には、不明確であいまいな点があり、恣意性が介入し
やすいという問題点もある。 
これらの問題点に対して、1976 年の討議資料で許容資産負債アプローチが提唱された
と考えられる。これは、第 2 章第 2 節第 2 項で示したように、収益費用アプローチに依
拠して利益計算を行った場合であっても、収益や費用の期間配分に関する恣意性を極力
小さくするため、経済的資源でないものを無制限に将来に繰り延べることや、支払義務
ではないものを無制限に見越計上することに制限をかけるために、収益費用アプローチ
の行き過ぎた運用に歯止めをかける意味で、資産および負債に経済的資源を結び付けて
定義しようとするものであった。財務諸表の構成要素が資産や負債に基づいて定義され
るのは、あくまでも収益費用アプローチによる会計上の認識や測定の問題を補完するた
めのものであるといえる。 
 
(2)制限資産負債アプローチの問題点 
一方、制限資産負債アプローチを採用した場合、資産負債を重視することによって、
財務諸表の構成要素の定義から認識そして測定値のあり方まで導き出す。また、企業が
事業の遂行を通じて得た成果であるインプットや、アウトプットなどのフローを考えず、
ストックを重視し、正味経済資源の変動差額をもって利益を導きだそうとする。 
しかし、資産と負債の定義からその測定値を導くことができるのかについては、疑問
である。例えば、資産に関する FASB の定義を、SFAC 第 6 号から参照すると、 
「資産とは、過去の取引または事象の結果として、その企業により取得または支配さ
れている、発生の可能性の高い将来の経済的便益である。」とある。 
この定義からすると、資産を測定するのは、公正価値のみでなく、その資産が生み出
す将来キャッシュフローの現在価値によって資産を測定することも否定されないこと
になる。この場合、「企業は投資の始点でその投資から生み出される将来キャッシュフ
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ローの現在価値で資産を測定することになり、いわゆる自己創設のれんの資産計上なら
びにその利益算入も認められることになる。」 [辻山栄子, 2010b] とされる。 
一方で、取得原価や償却原価も、過去の取引または事業の結果として生じたものであ
り、これらの取引等によって投下した金額が、投資成果を得ることによって将来回収さ
れるべき金額であると考えると、発生の可能性の高い将来の経済的便益（の一部）であ
るとも言える。これらのことから、資産と負債の定義から、必然的に測定値を見つけら
れるわけではなく、公正価値のみではなく、取得原価や償却原価も必ずしも否定されて
いないこととなる。 
このことから、資産と負債の定義からは、必然的にその測定値を導くことができない
といえよう。そうであるならば、公正価値を積極的に測定属性とする理由が必要である。
これについて、公正価値を測定属性とすることによって投資家に有用な情報が提供され
ることが言えるかもしれない。 
そこで、以下からは、投資家にとっての有用とはなにかを確認し、その有用性のある
情報は、どのように導き出されるのか、それはどのようなアプローチによって、可能で
あるのか。制限資産負債アプローチによって有用性が担保されるのか、または許容資産
負債アプローチによって有用性が担保されるのかを確認したい。それを確認することに
よって、あるべき利益計算のアプローチが導かれるからである。 
 
(3)投資家にとっての有用性 
投資者にとって有用であるかどうかを判断するに当たって、投資とは何であるのかを
考えた上で、有用性を検討したい。まず、投資とは、「将来の不確定なキャッシュフロ
ーを期待して、現在のキャッシュをリスクにさらす行為である。」 [斎藤静樹, 2010, ペ
ージ: 38]といわれる。「その意思決定は、期待される将来のキャッシュフローをリスク
に見合う資本のコストで割り引いた現在価値と、それと交換にリスクにさらすキャッシ
ュの大きさを比べる作業でもある。将来の成果の価値が大きければ投資が行われ、そう
でなければ投資は行われない。しかもそのような意思決定は、最初に投資が実行される
ときだけでなく、投資プロジェクトが続いている間も絶えず繰り返されている。」 [斎
藤静樹, 2010, ページ: 38]とされる。 
また、「そこでは、投資の実行又は継続の決定を左右した将来の期待が、絶えず新た
な情報のもとで見直され、改訂された期待に基づいてさらに投資を継続するかどうかが
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決められる。そうした期待の改訂には、何よりも過去の期待を対応する事実と比較する
ことが必要である。期待された成果がキャッシュフローである以上、その期待の改訂に
フィードバックされる情報は、事実として生じたキャッシュフローに基づく投資の成果
と言うことになる。」 [斎藤静樹, 2010, ページ: 38] 
つまり、投資家が投資するにあたっては、将来のキャッシュフローの予測が必要であ
り、その場合には、過去において期待したものが、実際にどれだけ事実として達成され
たかを比較することで、過去の期待を改訂し、また将来どのようになるかの予測がある
程度可能になるのである。過去において期待したものがキャッシュインであれば、実際
のキャッシュフローを生み出したかどうかは、最初にリスクを負ってキャッシュアウト
したものが、実際にどれだけのキャッシュインを生み出したかを比較することで確認さ
れよう。投資家は期待と事実の差異を分析し、その分析結果をベースにまた将来にどの
ような成果が出るかを期待し直すと考えられるのである。 
しかし、実際には、投資には主に二つの性質がある。そこで、次に投資の性質ごとに
期待される成果がどのように現れるかを確認しながら、どのような情報が必要とされる
のかを考察する。 
 
(4)期待される将来のキャッシュフローと投資性質 
この期待される将来のキャッシュフローを見積るに当たっては、二種類の投資の性質
に分けて考えるべきであろう。なぜなら、投資の性質によって、期待した成果の現れか
たと、その成果の測定の方法が、異なるからである。この二種類の投資の性質の一つが、
事業投資であり、一方が金融投資である。 
事業投資の場合、「資本設備や原材料をはじめ事業用資産への投資にあたって期待さ
れる成果は、それらを使用して生み出される製品やサービスなどのアウトプットを販売
したキャッシュフローである。そこで求められているのは、設備や原材料をそのまま換
金した対価ではなく、より価値の高いものに変換した上で販売するという事業活動の成
果である。その成果を確定させる市場のテストは、販売に伴う営業債権などのキャッシ
ュもしくはその同等物であろう。」 [斎藤静樹, 2010, ページ: 39]といわれる。 
一方、金融投資、つまり、「事業に拘束されない余裕資金を運用する投資は、自由に
アクセスできる市場で、相場のある金融商品等を、事業目的に制約されることなく販売
して利鞘を稼ぐ投資」 [斎藤静樹, 2010, ページ: 39]である。このような金融投資では、
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「保有する資産や負債のポジションをそのまま清算したキャッシュフローが、投資にあ
たって事前に期待されていた成果である。いつでも公正価値で換金できる市場であるだ
けでなく、換金することに事業からの制約がないのであれば、このキャッシュフローは
保有する資産や負債の公正価値と直結する。つまり投資の成果は公正価値が与えられれ
ばそこでリスクから解放されて確定する。金融投資の性質を持つ金融資産等はそれ自体
がキャッシュフローと同等であり、そのポジションに生じた公正価値の変動は、実際に
換金してもしなくてもキャッシュフローと基本的に同じ性質を持つと見られるのであ
る。」 [斎藤静樹, 2010, ページ: 38]。 
つまり、事業活動からの成果を期待している事業投資では、事業活動を通じたキャッ
シュフローの獲得をもって成果を測り、市場価格の変動による結果を期待した金融投資
の場合では、市場での公正価値の変動をもって成果を測ることになる。よって、事業投
資の測定の仕方と、金融投資の測定の仕方はおのずから異なってくることになる。  
このため、事業投資の成果は、公正価値で測らなければならないことにはならない。
むしろ、事業活動に投入した資本設備や原材料などのインプットは、キャッシュアウト
フローで測定し、それらをもとに生み出された製品やサービスなどのアウトプットは、
それが販売等されたときのキャッシュインフローで測定される、そのキャッシュインフ
ローを獲得した時点でそれらを認識することが、事業活動の成果の期待した数値に即し
たものになるであろう。 
一方、金融資産の場合は、それが事業目的に制約されることなくいつでも売却できる
のであれば、その売却価額に最も近い公正価値で測定されるのが、金融投資に対する成
果の期待に最も近い数値が現れてくることになる。 
このように、投資の性質によって、その測定に当たっての測定属性が異なったとして
も問題はないし、また、期待される成果も異なりうるのである。 
このことから、一つの測定属性に固定して測定する制限資産負債アプローチではなく、
成果の測定目的に合致した測定属性をとりえる許容資産負債アプローチによる会計の
利益計算概念が望ましいと考えられる。この点について、収益認識プロジェクトで当初
は公正価値モデルを提唱していたが、2010 年 6 月に公表された公開草案「顧客との契
約から生じる収益」に至った過程での検討のなかで、どのように判断されたかを第 3 章
にて確認していきたい。 
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(5)許容資産負債アプローチでの純利益と包括利益の関係 
(4)では、許容資産負債アプローチによる会計の利益計算概念が望ましいとした。許容
資産負債アプローチの場合、フローによる損益計算と、それとは独立に決められた資産
と負債の定義に基づいたストックの評価による利益計算とが併存できる仕組みが考え
られねばならない。 
これは、フローを重視した損益計算とは無関係に資産と負債の評価額が決まると、資
産と負債の差額である純資産の期間差額である包括利益には、純利益（稼得利益）では
ないものが含まれることになるからである。この包括利益と純利益(稼得利益)との間に
は、「その他の包括利益（Other Comprehensive Interests：以降、OCI とする）」と
呼ばれる差異が生じる。この OCI については、包括利益のうち、当期純利益および尐数
株主損益に含まれない部分であって、あくまで包括利益と純利益との差額概念でしかな
い。確かに一定の資産や負債の公正価値などを反映した包括利益を表示することによっ
て、価値変動により利益が潜在的に変動しうる可能性を表しうるし、価値の変動により
生じうるリスクに対する指標となりうることから、財務諸表利用者が、企業全体の活動
について検討するのに役立つ。また、当期純利益と併せて利用すれば、企業活動の成果
についての情報の全体的な有用性を高めることからも、補完的な有用性は認められる。
しかし、それでも OCI 自体は、包括利益と純利益との差額という情報でしかないため、
投資家にとって将来キャッシュフローを予測するに足る十分に有用な情報を提供して
いるのかは、疑問である。 
ここで、純利益と包括利益の関係を確認し、投資の成果を測る上での純利益の重要性
を確認したい。その上で、差額概念である OCI が、リサイクリングされる必要があるの
かどうかを考察する。また、リサイクリングの情報が、有用性にどのように寄与するの
かについても確認したい。これは、純利益の重要性とともに、純利益と包括利益の差額
である OCI とリサイクリングの関係が明確になり、その有用性が確認されると、純利益
と包括利益のどちらも許容している許容資産負債アプローチであることが望ましいこ
とがさらに根拠づけられると思われるからである。 
まず、純利益と包括利益の関係についてであるが、包括利益は、一期間の純資産の変
動差額14である。包括利益の場合、「実現した利益かどうか」については、問題とされ
                                                   
14 ここでの包括利益や純利益については、単純化のため、個別財務諸表上での論点に絞り、連
結財務諸表上の尐数株主に帰属する部分については、特に言及しないこととする。  
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ない。一方、純利益はリスクを負担して投資に投下された資金が、投資のリスクから解
放され、事実に転換された結果であるとされる。つまり、純利益は、投資のリスクから
解放された成果であるとされる。 
投資のリスクから解放され事実に転換される局面は、(4)でみたように、事業投資と金
融投資では異なっている。ASBJ の討議資料概念フレームワークを参考にして、「投資
のリスクからの解放」の局面を、事業投資と金融投資とわけて確認すると、「事業投資
であれば、企業が生み出した財やサービスが外部との取引を通じて実質的に現金や現金
の請求権として結実したときに投資のリスクから解放されたとみなされる。･･･中略･･･
金融投資であれば、企業は市場価格の変動を期待して投資を行うのであるから、現実の
市場価格が変動したときに、事実上のキャッシュを手にしたことになり、投資のリスク
から解放されたとみなされる。」 [辻山栄子, 2007a, ページ：144－145]  
純利益は、投資の成果を何によってなしえたかをベースとして計算した結果である。
一方、包括利益は資産と負債をどのような金額で認識測定するかをベースとして計算し
た結果である。よって資産と負債が、純利益計算の結果として導かれるのではなく、独
立に導き出される場合、特に公正価値の測定で導かれる場合、差異が生じる。公正価値
で金融資産のすべてを評価することに意味がないとは言わないが、その公正価値で評価
した時の評価差額のすべてが、企業が事業を通じて獲得した投資の成果ではない。たと
えば、子会社株式等は、あくまでも対象とする企業の事業に投資した資金が結果として
生み出すその成果を目的としており、市場価格の変動を通じた利益の獲得を目的とした
金融資産ではない。それを、公正価値で評価しても、その評価額には、投資家が本当に
有用とする情報であるのかは、疑わしい。 
そうであるとすると、包括利益のうち、投資したものから実際に事業を通じてキャッ
シュを獲得し、適切な事実に裏付けられた投資の成果である純利益の部分を区分するこ
とが必要になる。 
また、包括利益と純利益との差額概念であるその他の包括利益が、事業を通じて獲得
した投資の成果へと変化した場合には、純利益に反映させるとともに、純利益のみなら
ず包括利益のレベルでもクリーンサ―プラス関係を保つことを前提とすれば、その他の
包括利益から差し引いて、純利益へ振り替える必要がある。 
日本の概念フレームワークにおいては、「包括利益のうち、純利益に算入されない部
分を「その他の包括利益」の繰越額として、純資産の一部に含めておいて、それがやが
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て純利益、すなわち投資の成果としての適格性を備えることになったときに、「その他
の包括利益」からマイナスして純利益に繰り入れるリサイクリングが必要なる。」 [辻
山栄子, 2007a] と考えられている。また、日本の現行基準では、リサイクリングを満た
すことにより包括利益と純資産との間のクリーンサープラス関係および当期純利益と
株主資本との間のクリーンサープラス関係が整合し、検証可能性、自立性が確保される
ため、包括利益と純利益の情報の有用性が一層深まると思われる。 
今までのところ、包括利益自体については、純利益を上回るだけの意思決定有用性は
実証研究によると確認されていないとされる [齋籐真哉, 2007] 。つまり、包括利益は、
純利益に変わるだけの有用な情報価値を有していないと言われている。確かに、純利益
と言う概念をなくして、包括利益だけで利益計算をする場合には、純利益が今まで提供
してきた実際に投資のリスクから解放されて、適切な事実に裏付けられた成果がいくら
であるのかが、把握できなくなる。その意味では、包括利益の概念のみで利益計算する
ことは、意思決定の有用性を損なっていると言える。このことから純利益は重要である
ことが、理解されるのである。 
それとともに、リサイクリングについてであるが、包括利益の一部であるその他の包
括利益のままで、純利益にリサイクリングされることがないと、それが本当に適切な事
実に裏付けられた成果、つまり事実に転化されたかどうかがわからないままで、純資産
として計上されることになる。実際にリスクから解放され、事実に転化したかどうかを
明白にすることが、純利益において重要であるのであれば、売却損益や評価損益などの
異常項目であっても純利益に含め、また、2 つのクリーンサ―プラス関係を保つことを
前提とすればリサイクリングをする必要性があると結論づけられよう。 
純利益の重要性が確認されたとともに、前述したように包括利益についても有用性は
否定できない。また、純利益と包括利益の関係がより明確になるリサイクリングの重要
性が確認されれば、さらに、包括利益と純利益を互いに許容しあうアプローチが必要に
なってくると思われる。ここに、許容資産負債アプローチの存在価値があるのである。 
次章では、実際に収益認識プロジェクトにおいて、どのように収益を測定認識するか
について議論されたかを確認したい。当初は、制限資産負債アプローチの考え方と、許
容資産負債アプローチの考え方とが入り混じり、混迷した状況であったが、どのような
方向性に向かっているのかについて考察していきたい。 
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第３章 収益認識にみる資産負債アプローチの変化 
第１節 収益認識プロジェクトの変遷 
第１項 収益認識プロジェクトの変遷の概要 
表 5 収益認識プロジェクトの議論の変遷過程 
時期 プロジェクトの内容 
2002 年 9 月 資産負債アプローチと実現稼得アプローチそれぞれによる収益認識を検
討。資産負債アプローチを用いる方向を模索することに 
2002 年 12 月 資産負債アプローチに基づいて、顧客に対する義務の履行という観点から
収益を認識することが検討された。 
2003 年 2 月 「顧客に対する履行義務という観点からの収益の定義」が検討され、「負
債消滅説」と「広義履行説」の二つの説が提案された。 
2003 年 5 月 「流入総額説」と「付加価値説」も検討されたが却下。「負債消滅説」と
「広義履行説」のいずれかは結論出ず。 
 議論は契約権利および契約義務の問題へ移る。 
2004 年 5 月 顧客に対する履行義務を公正価値で評価するとしたらいかなる公正価値
概念が適切か議論「現在出口価格」と「当初取引価格」とが検討された。 
この時点では、現在出口価格に基づいて公正価値を測定すべきことが合意
された。しかし、このモデルでは契約時点で収益が生じる。また、現在出
口価格による測定の信頼性に問題があるとして、プロジェクトは一時中断 
2005 年 6 月
～ 
現在出口価格ではなく当初取引価格によって履行義務を測定する代替案
を進めるとの合意 
二つのモデルで比較検討することに⇒合意に至らず⇒両モデルの開発 
2007 年 10 月 「測定モデル」と「配分モデル」と称されるモデルが提案される 
2008 年 5 月 当初取引価格によって履行義務を測定するモデルを支持することに暫定
合意 
2008 年 12 月 「顧客との契約における収益認識に関する予備的見解」と題するディスカ
ッション・ペーパー（DP）が公表される 
2010 年 6 月 公開草案「顧客との契約から生じる収益」を公表 
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第２項 2002 年 9 月から 2003 年 5 月(第 1 段階) 
2002 年 9 月から 2003 年 5 月においては、資産負債アプローチに基づいて、顧客に対
する義務の履行という観点から収益を認識することが検討されたが、どのように収益を
認識するか結論が出ないまま、契約権利および契約義務の問題つまり、測定の問題へ移
行したと考えられる。ただし、IASB と FASB の収益認識プロジェクトの当初の意図は、
資産と負債を公正価値で測定し、資産と負債の変動差額をもって収益の認識することで
あった。当時の IASB の考え方は次のようにも説明されていることからも公正価値モデ
ルであったことが分かる。「強制力のある契約における無条件の権利・義務は、いずれ
かの当事者の契約履行の前に資産・負債の定義を満たしていると考えられている。そし
て市場で成立している資産・負債の公正価値をベンチマークとすることにより、これと
比較して企業が効率よく義務を履行したかどうか（公正価値に対してオーバーパフォー
ムしたか、アンダーパフォームしたか）を把握することが可能になると考えられている。」 
[山田辰巳, 2004] 
しかし、どのように収益を認識するか結論が出ないまま、測定問題に議論が移った。
いつ収益を認識するかという点で結論が出ないと、いくらで測定するかという点でも結
論が混迷するのは当然に思えるが、次にその議論を確認する。 
 
第３項 2004 年 5 月から 2005 年 6 月(第 2 段階) 
その後は、顧客に対する履行義務を公正価値で評価するかどうか、公正価値で評価す
るとしたら、いかなる公正価値概念が適切かという測定問題に議論が移った。そこでは、
収益をいつ認識するかという点を整理せずに、現在出口価格と当初取引価格が検討され
ていたのである。 
現在出口価格は、「財務諸表日において独立した第三者に対して履行義務を移転する
とした場合に企業が支払いを求められる金額」（DP15 Par.5.15)と定義されており、当
初取引価格は、「約束された財やサービスと引き換えに顧客が約束した価格」（DP 
Par.5.25)と定義されている。このうち、いったんは現在出口価格に基づいた公正価値で
測定することが合意されたが、この現在出口価格で測定した場合、契約締結時点で収益
                                                   
15 Preliminary Views on Revenue Recognition in Contracts with Customers, Discussion 
Paper, IASB,2008. 企業会計基準委員会訳「ディスカッション・ペーパー 顧客との契約にお
ける収益認識についての予備的見解」企業会計基準委員会、2009 年より抜粋。このディスカ
ッション・ペーパーを以下 DP という。 
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が生じることになるため、問題視され、現在出口価格ではなく当初取引価格によって履
行義務を測定する案を含め三つの案が提案され、その後議論された。 
 
第４項 2005 年 6 月から 2008 年 12 月(第 3 段階） 
この三つの案は、以下のようにまとめられる。 
表 6：三つの収益認識モデル 
モデル名 認識の特徴 測定属性 
代替案 1 
資産負債+公正価値モデル16 
(制限資産負債アプローチ） 
顧客との契約に関する純
資産の増加に基づく 
現在出口価格 
代替案 2 
資産負債＋履行価値モデル17 
(許容資産負債アプローチ） 
履行義務の充足に基づく 当初取引価格 
代替案 3 
実現稼得過程モデル 
(収益費用アプローチ） 
実現・稼得に基づく 当初取引価格 
（資産負債+公正価値モデルを以下、公正価値モデルということにする。また、資産負債+
履行価値モデルは、以下履行価値モデルとする。） 
 
ここでの公正価値モデルと履行価値モデルは、ともに資産と負債の差額、つまり顧客
との契約に関連する純資産の増加によって収益を認識しようとするものである。 
まず、公正価値モデルでは、資産と負債を公正価値(現在出口価格）で測定するもので
ある。具体的には、資産については、資産を転売した場合に期待される現金収入額で測
り、負債については、第三者に肩代わりしてもらう場合の現金支出要求額などに着目し
て測定する。それによって、これらの資産および負債の差額、つまり純資産の増加によ
                                                   
16 のちに、2007 年 10 月の共同会議において、公正価値モデルは、「測定モデル（measurement 
model)」と称されるようになるが、その後 DP において、再度、現在出口価値モデル（current 
exit price approach）と改称。 
17 のちに、2007年 10月の共同会議において、履行価値モデルは「配分モデル（allocation model)」
と称されるようになるが、その後 DP において、再度、顧客対価モデル(original transaction 
price approach)と改称。 
測定結果は
一致 
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って損益としてとらえるモデルである。この場合には、資産の評価額と、負債の評価額
が必ずしも一致するわけではないため、契約締結段階において収益認識が行われうる。
また、負債について、「第三者に肩代わりしてもらうために、どれだけの現金支出が要
求されるのか」という観点から評価額が決められると言うことは、その肩代わりしても
らうために必要な現金支出額が変動した場合には、その負債の評価額も変動し、そこか
ら損益が生じるという問題点もある。 
これに対し履行価値モデルでは、負債をその履行価値(performance obligation value)
つまり、顧客対価(customer consideration amount)で測定される。具体的に言えば、「顧
客に対して負っている義務を果たすことによってどれだけの収入が得られるのか」とい
うことに着目して負債を測定するものである。この場合には、契約締結段階に資産は公
正価値モデルと同じく「資産を転売した場合に期待される現金収入額」で測る一方で、
負債は、「顧客に対して負っている義務を果たすことによって得られる収入額」で測る
ことになるが、この資産と負債の測定値は差異が生じないため、純資産の増加は生じず、
公正価値モデルが言うところの契約時点で収益が計上されるという問題点は生じない
こととなる。また、その顧客対価で測定された金額は、対価に含まれる財またはサービ
スの個々の販売価格に基づいて識別される履行義務（performance obligation）に配分
されることから、契約上で識別される履行義務が遂行されるに従って、収益として認識
されることになる。 
この履行価値モデルの特徴は、公正価値モデルのように資産と負債の変動の結果とし
て収益が生じると考えているのではなく、履行義務の充足にしたがって負債が消滅し、
収益が計上されると考えるのである。履行価値モデルでは、負債である履行義務をその
履行価値である顧客対価で測定し、履行義務の充足にしたがって、顧客対価を配分され
たものが収益として認識される。この考え方は、収益の認識を稼得過程に基づいて認識
する実現稼得過程モデルの考え方を言い換えたものといえる。つまり履行義務の遂行は
稼得過程の完了であり、同じ現象を言い表していると考えられるからである。そのため、
履行価値モデルと実現稼得モデルとでは測定結果が基本的に一致することになる。 
 
第２節 2010 年 6 月の IASB/FASB 公開草案「顧客との契約から生じる
収益」 
2008 年 10 月のディスカッション・ペーパーの時点ではすでに、収益認識プロジェク
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ト当初の公正価値モデル(測定モデル）から変わって、履行価値モデル(配分モデル）が
提案されていたが、この 2010 年 6 月の公開草案では、さらに一層その考え方が明確に
なったと考えられる。 
公開草案では「企業は、顧客への財またはサービスの移転を描写するように、その財
またはサービスと交換に企業が受け取り(または受け取ると見込まれる)対価を反映する
金額により、収益を認識しなければならない。」（Paragraph2)18をコア原則としてい
る。つまり、「財・サービスと交換に受領する対価(取引価格)を反映した金額で、顧客
への財・サービスの移転を表すように収益を認識すること」を基本的な考え方としてい
る。 
この公開草案の考え方によると、まず、顧客との契約が締結されると、企業は「履行
義務」を負うとともに「顧客から対価を受け取る権利」を獲得する。ただし、公開草案
では、この契約締結時の企業が顧客から対価を受け取る権利と顧客に財・サービスを移
転する義務(履行義務)は「相互依存的であり、貸借対照表において純額で表示すること
が、その相互依存性を最もよく反映すると考えられる」19[秋葉賢一 2010a]という理由
から、貸借対照表上、この権利と義務を純額表示することを提案している。そのため、
販売契約の締結時では、権利も義務も財務諸表上、表示されないこととなる。 
当初の権利と義務を純額表示しているため、企業が対価の支払いを受ける前に財また
はサービスの移転を実行（履行義務を充足）した場合には、「契約資産」として計上さ
れ、顧客が企業による履行の前に支払いを行った場合には、「契約負債」として計上さ
れることになる。 
そして、財またはサービスの移転、つまり、顧客が財またはサービスの支配20を獲得
                                                   
18 Revenue Recognition in Contracts with Customers, Exposure draft, IASB, June 2010. 企
業会計基準委員会訳「公開草案 顧客との契約から生じる収益」企業会計基準委員会、2010
年より抜粋。 
19 ED の結論の根拠の BC160 項では、「顧客から対価を受け取る権利は企業の履行に左右され、
同様に、企業は顧客が支払を続ける限りにおいてのみ履行する。両審議会は、こうした相互依
存性は、残っている権利と義務を財政状態計算書において純額で表示することによって最もよ
く反映されるという結論を下した。」としている。 
20以下の二つの条件を満たす場合、財またはサービスの支配が顧客に移転したとされる。
（ED.Paragraph27） 
① 顧客は資産の使用を支持する能力を有している、つまり、当該資産を残存経済的耐用年
数にわたって使用する現在の権利と顧客の活動において資産を費消する現在の権利を有
していること。 
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することによって履行義務を充足したときに、収益が認識されることになる。 
この収益を認識するにあたり、公開草案では、表 7 の手順を行うことが提案されてい
る。 
  
表 7：公開草案での収益認識の手順 
①顧客との契約を識別する。 
②契約における別個の履行義務を識別する。 
③取引価格を算定する。 
④当該取引価格を別個の履行義務に配分する。 
⑤企業がそれぞれの履行義務を充足したときに収益を認識する。 
①顧客との契約を識別する 
企業は契約が存在するかどうかを判定する際には、顧客との契約を締結する際の商習
慣や手続を考慮する。ただし、複数の契約価格が相互依存的である場合は、契約を統合
し、一つの契約における複数の財やサービスの価格の決定が独立して行われているケー
スの場合は複数の契約に分解する。 
②契約における別個の履行義務を識別する 
契約上の財やサービスが区分可能な場合のみ、これらを別個の履行義務として識別す
る。 
（ア） 企業または他の企業が、同一または類似の財やサービスを個別に販売してい
る場合 
（イ） その財やサービスが他と区別することができる機能とマージンを有している
ため、企業がこれら財やサービスを個別に販売することが可能である場合 
③取引価格を算定する 
「企業は、履行義務を充足したときに、取引価格のうち当該履行義務に配分した金額
                                                                                                                                                          
② 顧客は資産から便益を享受する能力を有している、つまり、当該資産の使用、販売、交
換などを通じて、実質的に当該資産から生じるほとんどすべての潜在的なキャッシュフ
ローを獲得する現在の権利を有していること。 
また、財やサービスの支配が顧客に移転したことを示す指標として以下のものがある。
（Paragraph30） 
① 顧客が無条件の支払い義務を負っていること 
② 顧客が法的所有権を有していること 
③ 顧客が物理的に占有していること 
④ 財またはサービスのデザインまたは機能が顧客に固有のものであること  
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を収益として認識しなければならない。」(Paragraph34)が、その取引価格を算定する
場合は、契約条件および企業の実務慣行を考慮しなければならない。 
ここでの「取引価格とは、財またはサービスの移転と交換に、企業が顧客から受け取
ると見込まれる対価を確率で加重平均した金額を反映したものである。」（Paragraph35)
が、取引価格は変動する場合があるので、企業は、取引価格を合理的に見積もることが
できる場合にのみ、履行義務を充足したときに収益を認識しなければならないとされて
いる。 
④該当取引価格を別個の履行義務に配分する 
企業は、契約開始時に、個々の履行義務の基礎となる財またはサービスの独立販売価
格に比例して（すなわち、相対的な独立販売価格に基づき）、すべての別個の履行義務
に取引価格を配分しなければならない。（Paragraph50) 
⑤企業が個々の履行義務を充足したときに収益を認識する 
企業は識別された履行義務を、顧客に約束した財またはサービスを移転することによ
って充足したときに、収益を認識しなければならない。財またはサービスは、顧客が財
またはサービスに対する支配を獲得したときに、顧客に移転する。（Paragraph25) 
また、約束した財またはサービスが顧客に連続的に移転する場合には、企業は、その
履行義務について、顧客への財またはサービスの移転を最もよく描写する単一の収益認
識の方法を適用しなければならない。（Paragraph32）顧客への連続的な財またはサー
ビスの移転を描写するための、適切な収益認識方法には、（a）アウトプット法21（b）22
インプット法、（c）時の経過に基づく方法23の 3 つの方法が含まれる。（Paragraph33) 
 
以上が公開草案「顧客との契約における収益認識」の概要であるが、履行義務を取引
価格の配分で測定し、財またはサービスが顧客によって支配獲得されることによって履
行義務が充足したときに収益を認識すること、また、財やサービスの連続的な支配の移
                                                   
21 アウトプット法は、収益の認識を、生産もしくは引渡の単位数、契約上のマイルストーン、
又は、これまでに移転した財もしくはサービスの量の、移転される財もしくはサービスの総量
に対する割合の調査に基づいて、行うものである。 
22 インプット法は、これまでに投入した労力(例えば、費消した資源のコスト、労働時間、機
械時間)の、投入される予定の総労力に対する割合に基づき収益を認識するもの。  
23 時の経過に基づく方法。サービスが、時の経過とともに、均一に移転される場合には、企業
は、契約の予想残存期間にわたり、定額法により収益を認識することになる（例えば、一部の
ライセンス） 
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転の場合は、その連続的な支配の移転に基づいて認識されるなど、従来の稼得過程に基
づいて収益認識する考え方がとられていると解釈できる。 
 
第３節 収益認識プロジェクトの方向性と収益認識のあり方 
第１項 公開草案にみる収益認識プロジェクトの方向性 
第 1 節では、IASB と FASB の収益認識プロジェクトの概要を、第 2 節では、2010
年 6 月に公表された公開草案の概要を見てきた。IASB と FASB の収益認識プロジェク
トのスタート当初は、公正価値モデルが繰り返し提案されていた。公正価値モデルでは
資産と負債の変動額が公正価値をもって先に測定され、その変動差額をもって収益額が
決まるというモデルであった。 
しかし、公正価値モデルから配分モデルに移ったことにより、履行義務を顧客対価で
測定し、履行義務の充足によって当該金額を収益として認識することになった。また、
履行義務が充足されるのは、財やサービスのような契約上で約定した資産が顧客に移転
したときとした。ここで、顧客に移転された時とは、企業が契約上の約定した資産を顧
客に引き渡した時ではなく、顧客が当該資産の支配を獲得したときであるということが
提案されている。 
また連続的に、財やサービスの支配が移転する場合を想定したときには、アウトプッ
トもしくはインプット、または時の経過に基づいて認識されるという稼得過程に着目し
た配分モデルが、公開草案で提案されることとなった。 
このことから、従来の公正価値に基づいて資産負債の変動を重視した測定モデルでの
資産負債アプローチつまり、制限資産負債アプローチから、現在においては、当初取引
価格（顧客対価）に基づいて、「履行義務の充足」または「稼得過程」を重視した配分
モデルである許容資産負債アプローチへと会計基準設定主体における議論が移行して
きたことがわかる。 
これらの意味するところは、極論すると、利益計上の考え方について、1976 年当初の
許容資産負債アプローチから根本的には変化をしていないのではないかと考えられる
のである。これについては、再度公開草案をベースに次の第 2 項で考察する。 
 
第２項 収益認識のあり方 
これまで見てきたように、公開草案の収益認識では、「履行義務」を顧客対価で測定
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し、「履行義務」の充足によって当該金額を収益として認識することが提案されること
となった。 
顧客との契約から生じる資産または負債の会計処理に基づいて収益を認識すること
が基本原則であり、従来と変わりない。当該資産または負債の認識および測定、ならび
に契約の存続期間にわたる当該資産または負債の変動に焦点を当てて、収益認識をして
いる点では、実現稼得過程アプローチではなく、あくまでも資産負債アプローチをベー
スにしている。 
収益認識プロジェクトの過程は、資産負債アプローチにかなったアプローチを追求し
てきた過程と言えよう。実現稼得過程アプローチではなく、資産・負債の変動によって
利益計算しようと試みた過程である。収益認識を資産負債アプローチの観点から測定し
ようとした場合、資産については顧客から対価を受け取る権利を基礎に測定することは、
基本的に異論がない。しかし、履行義務という、いわば負債側をどう測定するのかが焦
点となったと言えよう。公正価値モデルのように、公正価値(公開草案では現在出口価格)
に着目して負債を測定しようとすると、第三者による価格、つまり、「その負債を第三
者に仮に肩代わりしてもらう場合には、いくらの現金支出額か必要か」をベースに測定
することになる。これは、権利と義務がいくらであるかを「測定」することを最も重視
していることを意味する。 
これに対して、履行価値モデルでは、権利に対してどれだけの義務を負っているのか
という「関係」を重視し、「負債を顧客に対して負うことになった義務を果たすことに
よってどれだけの収入が得られるのか」をベースに測定し、義務が果たされた段階で(履
行義務を充足したとき)、負債から収益に振り返られる。ここでは、負債は第三者による
客観的な測定値よりも、その取引ごとに果たすべき履行義務との関係をベースとした金
額で負債を測定することになる。 
収益認識については、DP においても、「企業は顧客から対価を受け取る権利を獲得
し、顧客に財またはサービスを移転する義務(履行義務)を引き受ける。それらの顧客と
の契約における権利と義務の組み合わせにより正味のポジションが生じ、その正味のポ
ジションの増加を基礎として収益が認識される」としていた。 
つまり、DP の時点では、その正味のポジションが契約資産となるか契約負債となる
かは、残存する権利および義務の「測定」によって決まるとして、測定を重視していた。
その上で、その正味のポジションの増加を基礎として収益が認識されると提案されてい
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た。 
一方、その後の公開草案では、「権利と履行義務の組み合わせは、残存する権利と履
行義務との間の関係しだいで、資産または負債を生じさせる。残存する権利の測定値が
残存する履行義務の測定値を上回る場合には、契約は資産(契約資産)である。逆に、残
存する履行義務の測定値が残存する権利の測定値を上回る場合には、契約は負債(契約負
債)である。」(BC28 項)であるとしている。つまり、DP では、測定の結果、契約資産に
なるか契約負債になるとしていたが、公開草案では、権利と履行義務との関係で、契約
資産になるか契約負債になるとしている。また、履行義務を充足したときに、配分され
た取引価格に基づく金額で収益認識することとしている。(34 項) 
履行義務の履行の充足をもって、配分された取引価格に基づく金額で収益を認識する
こととはどういうことか。まず、履行義務とは「財はサービスを顧客に移転するという
当該顧客との契約における（明示的であれ、黙示的であれ）強制可能な約束」（公開草
案付録 A）であるとし、企業は、「履行義務を、顧客に約束した財またはサービスを移
転することによって充足した時に、収益を認識しなければならない。財またはサービス
は、顧客が財またはサービスに対する支配を獲得したときに、顧客に移転する。」とし
ている。 
ここで、企業がいつ履行義務を充足し、収益を認識するかを決定するかは、この「財
またはサービスの移転」にかかっていることから、支配が重要なポイントとなる。BC60
項では、「現行の収益基準の大半は、資産の所有に伴うリスクと経済価値を考慮するこ
とにより資産の移転を評価することを企業に求めている」が、公開草案では、「企業は、
資産の移転が発生したかどうかを顧客が支配を獲得するかどうかを考慮することによ
り評価すべきだ」とした。 
この「支配」を獲得するかどうかを重視する理由は次の 3 点による。（同 BC60 項か
ら抜粋） 
(a) 両審議会の現行の資産の定義は、企業がいつ資産を認識しまたはいつ認識の中止
を行うかを決定するために、支配を用いている。本基準案は資産の認識の中止モ
デルと見ることが出来るので、両審議会は、現行の資産の定義に依拠することに
した。 
(b) リスクと経済価値ではなく支配に焦点を当てることで、財またはサービスがいつ
移転されるのかに関する判断がより整合的になる。所有に伴うリスクと経済価値
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の大部分（または他の何らかの残高)が顧客に移転しているかどうかは、企業が
リスクと経済価値の一部を保持している場合には、企業にとって判断が難しいこ
とがある。したがって、財またはサービスの移転を判断するためのリスク･経済
価値アプローチは、経済的に類似した契約について異なる会計処理となる可能性
がある。 
(c) リスク･経済価値アプローチは、別個の履行義務を識別することと矛盾する可能
性がある。例えば、企業が製品を顧客に移転するが当該製品に関連したリスクの
一部を保持する場合には、リスクと経済価値に基づく評価では、リスクが除去さ
れた後にはじめて充足され得る単一の履行義務を企業が識別することとなるか
もしれない。しかし、支配に基づく評価では、適切に２つの履行義務が識別され
るかもしれない。１つは製品について、もう１つは固定価格の維持管理契約のよ
うな残存するサービスについてである。それらの履行義務は、異なる時点で充足
されることになる。 
 
これらの理由で「支配を獲得」することを重要視しているが、その財またはサービス
に対する支配とは、「財またはサービスの使用を指図し、財またはサービスから便益を
得る能力をさす」こととされた。 
この支配は、顧客と企業の双方からも適用できる。つまり、顧客が財･サービスの支
配を獲得したときとは、企業が財またはサービスに対する支配を放棄するときを指し、
このことから、企業が収益を認識するのは、多くの場合、企業が財またはサービスに対
する支配を放棄したときとなる。よって、収益認識とは、企業側からすると、企業がい
つ資産の認識を中止するかが問題となる。 
この、資産の認識の中止を持って収益認識するとは、受領した金額は、支配を失った
資産の評価額と利益であることになるが、(これは純額(ネット)での利益認識であるとさ
れる)、例えば、仕訳にすると以下のようになる。 
借方 貸方 
現金   100 資産   80 
利得   20 
しかし、収益は、履行義務を充足したときに、取引価格のうち当該履行義務に配分し
た金額を収益として認識しなければならない(34 項)とされているので、ここでは、収益
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は総額表示されることが想定されている。 
これについて、「自らの資産を移転して利益認識する場合、収益も利得も、本来は総
額概念（その上で利得は純額表示する）である。」[秋葉賢一 2010a]の見方をとってい
るように思われる。これは、「単にストックの資産･負債の認識の中止(derecognition)
で利益を計上するというアプローチではなく、その資産･負債が認識されなくなった額
をフローの収益･費用として捉え利益を計上するというアプローチであるといえよう。」
[秋葉賢一 2010a]と考えられており、この考え方からすると、やはり、資産負債アプロ
ーチと収益費用アプローチを相互補完的な関係で捉えている、許容資産負債アプローチ
に該当するものであると思われるのである。 
DP の段階においても、公正価値モデルから履行価値モデルを採用する方向に向かっ
ていたが、今回の公開草案では、一層その考え方を強めたといわれる。特に顧客が財ま
たはサービスに対する支配を獲得したときに財またはサービスは顧客に移転しそれを
もって収益を認識することが提案されていることから、より成果が確実になった時点で
実際の業績を報告することにつながる考え方を取り入れたといえる。これにより、「会
計情報によって投資家が成果に対する事前の予測を改定すること（フィードバック効果）
を通じて企業の将来キャッシュフローの予測に資するという観点からは、収益認識 ED
のほうが、財務報告の目的に役立つものと考えられる」[秋葉賢一 2010a]とあるように、
あるべき方向へ向かっていると思われる。 
このことから、この 10 年余りの議論の過程で、公正価値を強く志向した考え方から、
資産負債アプローチに基づきながらも、費用収益アプローチの考え方を否定することな
く取り入れながら利益を捉える方向に向かっていると考えられるのではなかろうか。 
次章では、収益以外のいくつかの財務諸表上の項目において、どのように定義され、
認識測定されているかを確認し、今までの収益費用アプローチから資産負債アプローチ
へ会計基本思考が変わるに従って、どのように変わり、また今後どのように変わりうる
のかを考察する。 
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第４章 いくつかの財務諸表項目における資産負債アプローチ 
 財務諸表上の項目のうち、貸借対照表科目の中から特に、収益費用アプローチから資産
負債アプローチへと変更した、または、変更の過程にあるといわれている「引当金」、「退
職給付」、「資産除去債務」、および「繰延税金資産」の変化の概略を確認したい。 
 これまで広く一般的に、収益費用アプローチをベースに会計処理が考えられてきた。し
かし、資産負債アプローチの考え方が徐々に浸透しつつある。それぞれの科目で、収益費
用アプローチの考え方から、どのような考え方をもとに、資産負債アプローチが採り入れ
られているのかを確認したい。そのうえで、そこで考えられている資産負債アプローチが、
制限資産負債アプローチの考え方なのか、許容資産負債アプローチの考え方なのかを確認
していきたい。 
 
第１節 引当金 
収益費用アプローチにおける引当金の計上は、日本の企業会計原則註解 18 に代表さ
れるように「将来の特定の費用または損失であって、その発生の可能性が高く、かつそ
の金額を合理的に見積もることができる場合には、当期の負担に属する金額を当期の費
用または損失として引当金に繰り入れ、当該引当金の残高を貸借対照表の負債の部又は
資産の部に記載するものとする」というものである。これは、将来の支出に対して、当
期の負担に属する費用であるフローを計上し、そのすでに配分された計上額が負債（ス
トック）として認識されるものである。典型的な、フローからストックが導かれる、収
益費用アプローチに基づくものと考えられる。 
それに対して、IAS37 号では、引当金は「時期または金額が不確定な債務」と定義し
て、その債務の認識と測定を第一義的な目的としつつ、それによって生じる純資産の減
尐を費用として計上するものである。負債の認識測定を前提に、そこから生じる純資産
の変動差額を費用とする、ストックからフローを導く考え方は、まさしく資産負債アプ
ローチである。また、引当金として認識される金額は、報告期間の末日における現在の
債務を決済するために要する支出の最善の見積であるとしている。これらのことから、
測定に関しては不明瞭な部分があるが、現在のところ公正価値を志向しているわけでは
ないので、許容資産負債アプローチと考えられる。 
その後、IAS 第 37 号改訂案が、二度にわたり公表されている。一つは、2005 年 6 月
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24に IAS 第 37 号「引当金、偶発債務および偶発資産」を改定する公開草案を公表し、
認識要件および測定についての新たな提案がなされた。その後再度、2010 年 1 月に公
開草案「IAS37 号における負債の測定」25を公表し、測定についての改正を提案してい
る。 
2005 年の公開草案では、「引当金」を定義せず、また、偶発負債および偶発資産の概
念を削除し、「非金融負債」とすることとされたが、その後「負債」とすることと改め
られ、他の基準で定められていないすべての負債が対象となった。しかし、負債の測定
要件が不明瞭であったため、明確化する必要性を認め、2010 年 1 月に再度負債の測定
についての提案がなされた。 
この負債に関するプロジェクトの概要では、主に次の 2 点で引当金の概念に影響があ
る。一つは、負債の認識要件について、現在の IAS 第 37 号の定めと他の IFRS の定め
を整合させるために、蓋然性要件を削除することである。二つ目は、現行の IAS 第 37
号における負債の測定を明確化することである。 
一つ目の蓋然性要件の削除についてであるが、IAS 第 37 号と、IAS 第 37 号改訂案に
おいて、負債の本質的な特徴は、同じであり、企業が過去の事象から生じた現在の債務
を負っていることであるとされている。ただし、負債の定義を満たす現在の債務が存在
する場合には、資源の流出が発生する蓋然性にかかわらず、負債として認識すべきであ
るとした。つまり、認識要件から「発生の可能性が高い」という蓋然性要件を削除し、
発生の可能性があるかないかによって、異なる結果を生じさせるよりも、発生の可能性
が低くてもそれを数値に織り込むことで、将来の事象に関する不確実性を負債の測定に
反映させることを提案している。 
二つ目の、負債の測定についてであるが、現行の IAS 第 37 号でいう、期末日におけ
る現在の義務を決済するために要する支出の「最善の見積り」が実務上、不明確である
として、2005 年 6 月の改訂案を公表し、「最善の見積り」を削除し、「期末において
負債を決済（settle）するために、または負債を第三者に移転(transfer)するために、企
                                                   
24 2005 年 6 月の公開草案の原文は、Exposure Draft of Proposed ‘Amendments to IAS37 
Provisions, Contingent Liabilities and Contingent Assets and IAS19 Employee Benefit ’、
http://www.ifrs.org/NR/rdonlyres/1CFBC1A8-50F1-4BF3-9A33-579F849560C8/0/EDAmen
dstoIAS37.pdf を参照。 
25 2010 年 1 月の再公開草案の原文は、Exposure Draft ‘Measurement of Liabilities in IAS37’, 
http://www.ifrs.org/NR/rdonlyres/6FF9E7E5-2129-451B-B591-5A8911AF8BB5/0/EDIAS37
Liabilities0110.pdf 参照。 
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業が合理的に支払う金額」とする提案を行った。しかし、これに対しても、例えば、「決
済」とは解約(cancel)を意味するのか、履行（fulfill）を意味するのか、決済する金額と
移転する金額とが異なる場合はどうなるのか、いずれの金額で負債を測定すべきなのか
など、依然として不明瞭であるとコメントされていた。このため、2010 年 1 月に「企
業が期末日において現在の義務から解放される(to be relieved)のために、期末に合理的
に支払う金額」で負債を測定するという再公開草案を公表している。この合理的に支払
う金額とは、次の 3 つのうちの最尐額であるとされている。 
①義務を履行するために必要とされる資源の現在価値 
②企業が義務を解約するために支払わなければならない額 
③企業が義務を第三者に移転するために支払わなければならない額 
企業がより低い金額で義務を解約または移転できるという証拠がなければ、企業は期
待値法に基づいて、義務を履行するために必要とされる資源の流出の金額と時期の、起
こりうるすべての帰結と生起確率を考慮に入れて、現在価値を見積り、その金額で負債
を測定することになる。 
これらの二つの改訂案では、概念フレームワークの負債の定義に基づいたものを財務
諸表に計上しようとする意味で、資産負債アプローチ(ここでは許容資産負債アプロー
チ)を貫いているといえよう。 
現在の IASB の概念フレームワークにおいては、負債を、「過去の事象から生じた企
業の現在の義務であり、その決済に際して経済的便益を有する資源が企業から流出する
ことが期待されるもの」と定義している。しかし、この現行の定義では、以下のような
問題点があるとして二つの改訂案が出てきた。つまり、現行の定義では、まず、経済的
便益の「将来」の流出に重点を置いて識別している、また、負債を生じさせた「過去」
の取引または事象を識別することにも重点をおいている、そのため、期末日「現在」に
おいて企業が経済的義務を実際に有しているかどうかについて重視されていないと考
えられたのである。このことから、二つの改訂案では、「現在」時点に最も重点を置く
考え方が重視され、蓋然性要件を負債の認識要件から削除することや、現在時点での決
済額を重視するという方向で提案されたのである26。 
                                                   
26 田中建二氏は「現在時点を極端に重視する考え方が ,負債プロジェクトにも大きく影響を及
ぼしており、蓋然性要件を負債の認識要件から削除することや、現在時点での決済額の重視な
どにつながっていると見ることができよう。」としている。  [田中建二, 2010] 
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この結果、いままで引当金として認識されてきた条件付義務も、現在の義務ではない
として負債として認識されない方向にある。ただし、条件付義務は、待機義務という無
条件義務を伴っていると考えられ、この待機義務という無条件義務が負債として認識さ
れて、将来の一定の事象によって履行する可能性のある条件付義務を測定段階で考慮す
ることになった。しかし、このように、現在の無条件義務を認識することは、結果的に
「将来」の条件付義務を認識していることとも考えられ、過去および将来から切り離し
て現在の義務を重視しようとしている改訂案と矛盾しているようにも思われる。 
また、会計情報、特に達成された成果を示す利益情報によって、投資家が、事前の予
測を改訂し将来のキャッシュフローの予測をしているというフィードバック効果の観
点からは、投資家にとって、現在の義務だけを重視して算定された利益が、投資家の意
思決定にとって有用であるのかについては、いささか疑問である。 
資産負債アプローチの目的が最終的には、財務諸表が投資家の意思決定にとって有用
であることとするならば、負債の測定方法について、再考すべきものと思われる。 
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表 8：引当金 
収益費用アプローチ (日本
の企業会計原則註解１８）  
許容資産負債アプローチ
（IAS37 号）  
許 容 資 産 負 債 ア プ ロ ー チ
（2005 年、2010 年公開草案）  
「将来の特定の費用または
損失であって、その発生の
可能性が高く、かつ、その
金額を合理的に見積もるこ
とができる場合には、当期
の負担に属する金額を当期
の費用または損失として引
当金に繰入れ、当該引当金
の残高を貸借対照表の負債
の部又は資産の部に記載す
るものとする。」  
引当費用の認識と測定を主
要な目的とするものであ
り、引当金自体は引当費用
の相手勘定と位置付け 
引当金は「時期または金額
が 不 確 定 な 負 債 」
（ IAS37.Para.10) と 定 義
し、その認識と測定を第一
義的な目的としつつ、それ
によって生じる純資産の減
尐を費用として計上する。  
ただし、将来の資源の流出
の蓋然性（確率の大小）に
よって引当金の「認識」の
可否が判断され、次に「測
定」が行われる。ただし、
この時点で信頼性のある測
定ができなければ引当金は
認識されない。（引当金の認
識対象を債務性項目に限定
している）  
2005 年 ED 
将来のキャッシュアウトフロ
ー要因は負債として認識され
（条件付債務だけでなく、無条
件債務も（条件付債務を履行す
るために待機する義務）負債と
して認識）、その測定値がゼロ
にならない限り、当該負債は貸
借対照表能力が与えられる。  
(不確実性の取扱いを認識する
過程から排除し、負債の測定過
程で処理する枠組みを設定し
た。）  
2010 年 ED 
不確実性の問題を測定手続の
統一化で解消しようとしてい
る。可能な限り自由度を徹底的
に狭めようとしている。  
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第２節 退職給付 
退職給付にかかわる会計処理については、日本の「退職給付に係る会計基準」に代表
されるように、将来の退職給付のうち当期の負担に属する額を当期の費用として引当金
に繰り入れ、当該引当金の残高を貸借対照表の負債の部に計上するという考え方があり、
これは、収益費用アプローチの考え方に基づくものである。 
一方、このような処理に加えて、「退職給付に係る会計基準」は、以下のような考え
方を採用している。まず、 
・ 将来の退職給付のうち当期の負担に属する金額の計算方法としては、退職時に見
込まれる退職給付の総額について合理的な方法により各期の発生額を見積もり、
これを一定の割引率および予想される退職時から現在までの期間に基づき現在価
値額に割り引く方法を採用すること 
・ 企業年金制度に基づく退職給付においては、負債の計上にあたって外部に積み立
てられた年金資産を差し引くとともに、年金資産の運用により生じると期待され
る収益を、退職給付費用の計算において差し引くこと 
・ 退職給付の水準の改訂および退職給付の見積の基礎となる計算要素の変更等によ
り過去勤務債務および数理計算上の差異が生じるが、これらは原則として、負債
の計上にあたって差し引くとともに、一定の期間にわたり規則的に費用として処
理すること 
これは、収益費用アプローチの考え方を原則とおきながらも、基本的には負債もしく
は、資産の定義に基づくものを貸借対照表に計上することから、資産負債アプローチの
考え方を取り入れた、許容資産負債アプローチを採用しているものと思われる。ただし、
数理計算上の差異や過去勤務差異の遅延認識を考慮すれば、許容資産負債アプローチと
もいえない。 
例えば、数理計算上の差異の取扱いについては、IAS 第 19 号において 3 種類の方法
がとられている。 
 
表 9：数理計算上の差異の取扱い 
(第１法） 
退職給付債務の数値を毎期末時点において厳密に計算し、その結果生じた計算差異
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に一定の許容範囲(回廊)を設ける方法、 
(第２法） 
基礎率等の計算基礎に重要な変動が生じない場合には計算基礎を変更しない等計
算基礎の決定にあたって合理的な範囲で重要性による判断を認める方法 (重要性基
準)27、 
(第３法） 
その他の包括利益に計上する方法 
 
表９の第１法において一定の許容範囲(回廊)内に差異が収まらなかった場合と第２法
の場合には、数理計算上の差異は、平均残存勤務期間以内の一定の年数で規則的に処理
されるが、未認識の過去勤務債務および数理計算上の差異は貸借対照表に計上されてい
ないのが現状である。 
つまり、現状の数理計算上の差異および過去勤務費用を平均残存勤務期間以内の一定
の年数で規則的に処理することとされるが、費用処理されない部分(未認識数理計算上の
差異および未認識過去勤務費用）については貸借対照表に計上されず、この部分を除い
た積み立て状況を示す額を負債または資産として計上している。 
しかし、一部が除かれた積み立て状況を示す額を貸借対照表に計上する場合、積み立
て超過の時に負債(退職給付引当金)が計上されたり、積立不足の時に資産(前払年金費用)
が計上されたりすることがあり得るなど、表示上の問題があるとともに、毎期一定額費
用処理されている対象である将来的義務(未認識の数理計算上の差異および未認識過去
勤務費用）が未認識のままオフバランスされているのは、厳密には許容資産負債アプロ
ーチともいえない。 
一方、第３法の場合は、発生した期間で数理計算上の差異を認識することになるが、
この給付建制度に関するすべての数理計算上の差異は、その他の包括利益として即時に
利益剰余金に計上することとなる。しかし、特に IAS 第 19 号ではリサイクリングがな
されないため、費用処理されないことになる。第 2 章の第 4 節でも述べたように、フロ
ーの概念とストックの概念の差異であるその他の包括利益が、実際に実現して純利益(稼
得利益)としての条件を満たすことになったときには、2 つのクリーンサ―プラス関係を
                                                   
27 「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」(1998 年 6 月、企業会計審議会）「四 会
計基準の要点と考え方」から 
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保つ観点からは改めて包括利益から純利益(稼得利益)に繰り入れる処理（リサイクリン
グ）が必要であるとした。しかし、この第 3 法による場合は、リサイクリングなされな
いために、フローによる損益計算と併存できる仕組みではないことから、これも許容資
産負債アプローチから乖離する考え方といえる。 
これに対して、日本の場合を比較検討したい。現在の日本の規準は、IAS 第 19 号と
基本的には相違がない。ただし、数理計算上の差異の取扱いについては、第 2 法のみを
採用している。このため、未認識の過去勤務債務および数理計算上の差異が貸借対照表
上に計上されないことになるのは、IAS 第 19 号と同じであった。 
しかし、2010 年 3 月に ASBJ から企業会計基準公開草案第 39 号「退職給付に関する
会計基準(案）」が公表された。そこでは、 
・ 数理計算上の差異の当期発生額および過去勤務費用の当期発生額のうち、費用処
理されない部分については、その他の包括利益に含めて計上されること 
・ 未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用のうち、当期に費用処理され
た部分については、その他の包括利益の調整(組換調整)を行う 
・ 未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用を、税効果を調整のうえ、純
資産の部(その他の包括利益累計額）に計上し、積立状況を示す額をそのまま負債
(または資産)として計上する 
と提案されている。 
この場合には、従来のオフバランスの問題や、IAS 第 19 号にいうリサイクリングし
ないという問題が是正されており、許容資産負債アプローチの考え方に即するものと考
えられる。 
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第３節 資産除去債務 
資産除去債務に関する会計処理について、日本では、「資産除去債務に関する会計基
準」によって、「資産除去債務は、有形固定資産の取得、建設、開発又は通常の使用に
よって発生したときに負債として計上する。」(第 4 項)とされている。 
従来は、連続意見書第三「有形固定資産の減価償却について」にあるとおり、有形固
定資産の耐用年数到来時に、解体、撤去、処分等のために費用を要するときには、その
残存価額に反映させることとされていた。しかし、「有形固定資産の減価償却はこれま
で取得原価の範囲内で行われてきたこともあり、残存価額がマイナス(負の値)になるよ
うな処理は想定されず、実際に適用されていなかった」(第 31 項)と考えられている。ま
た、「有形固定資産の取得後、当該有形固定資産の除去に係る費用が企業会計原則注解
(注 18)を満たす場合には、当期の負担に属する金額を当期の費用又は損失として引当金
に繰り入れることとなる。しかし、このような引当金処理は、計上する必要があるかど
うかの判断規準や、将来において発生する金額の合理的な見積り方法が必ずしも明確で
はなかったことなどから、これまでは広くは行われてこなかった」(第 31 項)とも考えら
れている。これまでは、有形固定資産の耐用年数到来時に、解体、撤去、処分等のため
に費用を要するとしても、収益費用アプローチの考え方である減価償却や引当金処理で
は、対応しきれていなかったため、根付いてこなかったと言えよう。 
また、収益費用アプローチの考え方を突き詰めると、有形固定資産の除去に係る用役
(除去サービス)の費消を、当該有形固定資産の使用に応じて各期間に費用配分し、それ
に対応する金額を負債として認識することになるが、「有形固定資産の除去などの将来
に履行される用役について、その支払も将来において履行される場合、当該債務は通常、
双務未履行であることから、認識されることはない。」(第 32 項)と考えられるため、収
益費用アプローチではこれらの資産除去債務は認識されないことになる。 
これに対して、法律上の義務に基づく場合を典型例として、「資産除去債務に該当す
る場合には、有形固定資産の除去サービスに係る支払が不可避的に生じることに代わり
はないため、例えその支払が後日であっても債務として負担している金額が合理的に見
積られることを条件に、資産除去債務の全額を負債として計上し、同額を有形固定資産
の取得原価に反映させる処理（資産負債の両建処理）を行うこと」(第 32 項)が考えられ
た。 
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これについては、一つには、引当金の場合、有形固定資産の除去に必要な金額は全額、
貸借対照表に計上されないため、実際に支払が不可避的である義務であり、また、定義
上、負債として認識されるべきものであるにもかかわらず、全額が負債として計上され
ず債務の全貌が明らかにならない点が問題であったため、資産負債アプローチの考え方
を採用し、全額負債として計上したと考えられる。 
また、一旦取得した後では、「利用を通じて収益に貢献を図ったかどうか」にかかわ
らず、資産除去に関する支出は不可避的に生じる。収益費用の対応の現象が生じるわけ
ではないので、引当金処理では処理しきれないことも問題となると考えられる。  
しかし、収益費用アプローチである引当金処理が完全に否定されたものでもない。資
産除去に要する将来の支出に対して、有形固定資産の使用を通じて投資の成果を獲得す
るための犠牲とみなしうると考えられることから、引当金処理が否定されるわけでもな
いと考えられるからである。 
これに対応する方法として、以下の資産負債の両建処理が考えられたといえる。つま
り、「資産負債の両建処理は、有形固定資産の取得等に付随して不可避的に生じる除去
サービスの債務を負債として計上するとともに対応する除去費用をその取得原価に含
めることで、当該有形固定資産への投資について回収すべき額を引き上げることを意味
する。この結果、有形固定資産に対応する除去費用が、減価償却を通じて、当該有形固
定資産の使用に応じて各期に費用配分されるため、資産負債の両建処理は引当金処理を
包摂するものと言える。」(第 34 項)とある。これは、収益費用アプロ－チの考え方を否
定するのではなく、包摂していると言えるのである。 
以上のことから、日本における資産除去債務は、収益費用アプローチと資産負債アプ
ローチの考え方を採用し、それぞれがお互いに補完するような会計処理を行っており、
その意味では、許容資産負債アプローチの考え方を採っているものと思われる。  
一方、国際的な会計基準を確認すると、米国会計基準では FASB から 2001 年に公表
された財務会計基準書(SFAS)第 143 号「資産除去債務に関する会計処理」において、固
定資産の取得、建設または通常の操業から生じる有形固定資産の除去に関連する法的債
務である資産除去債務に対して、公正価値を見積って負債として計上し、また、同額を
対応する除去費用として有形固定資産に含めて計上し、当該有形固定資産の耐用年数に
渡って費用処理することとされている。また、IFRS においても米国会計基準と同様に
処理されるが、資産除去債務については、IAS 第 37 号により負債に計上され、また、
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これに対応する除去費用は、IAS 第 16 号により有形固定資産に計上されることとなっ
ている。いずれにしても、資産負債の両建処理を採用しており、日本と同様、収益費用
アプローチと資産負債アプローチの考え方を採用していると考えられることから、許容
資産負債アプローチの考え方を採用していると考える。 
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第４節 繰延税金資産 
税効果会計とは、「企業会計上の収益又は費用と課税所得計算上の益金又は損金の認
識時点の相違等により、企業会計上の資産又は負債の額と課税所得計算上の資産又は負
債の額に相違がある場合において、法人税その他利益に関連する金額を課税標準とする
税金の額を適切に期間配分することにより、法人税等を控除する前の当期純利益と法人
税等を合理的に対応させることを目的とする手続である。」(税効果会計に係る会計基準
の設定に関する意見書一)とされる。 
税効果会計は、会計上と税務上の間に会計処理上の相違が存在し、その相違が会計数
値に影響を与える場合に限り、問題となる。この会計上と税務上の間の会計数値の差異
の把握の方法として、二つの考え方がある。一つは、会計上と税務上の差異を、「税引
前利益計算上の収益および費用と課税所得計算上の収益(益金)と費用(損金)の差額から
把握しようとする方法」であり、もう一つは、「貸借対照表の資産および負債と課税所
得の計算上の資産および負債の差額から把握しようとする方法」である。 
前者では、会計上の会計処理と税務上の会計処理の相違から生じる「収益又は費用」
の差異は、「永久差異」と「期間差異」（timing difference）として把握される。「永
久差異」は、税引前利益と課税所得の間の差額が、解消されることなく、永久に残る性
格の差異で、これに係わる税効果はなく、そのため永久差異からは、税効果を認識でき
ない。一方、「期間差異」は、収益ないしは費用の期間帰属の相違に起因して生じる差
異で、会計上と税務上の差異のことを意味する。そのため、この差異に関しては税効果
が存在し、税効果を認識することになる。このように、税引前利益計算上の収益および
費用と課税所得計算上の収益(益金)と費用(損益)の差額から把握して、税効果が存在する
ものに対して、税効果を認識する方法（これを「繰延法」という）は、収益費用アプロ
ーチの考え方に沿ったものだと考えられる。 
一方、後者の「貸借対照表の資産および負債と課税所得の計算上の資産および負債の
差額から把握しようとする方法」の場合、会計上と税務上の会計処理の相違から生じる
「資産又は負債」の差異は、「永久差異（およびその他の差異28）」と「一時差異29」
                                                   
28 その他の一時差異とは、会計上の収益と費用には関わりなく、税務上だけの計算において生
じ、解消していく差異のことである。例えば、利益処分方式により圧縮記帳が行われた場合の
ように、会計上は直接に留保利益あるいは他の資本項目に含められる項目が、その期間の課税
所得計算に含められ、後の期間において課税所得計算上リバースされるもの。（  [齋籐真哉, 第
9 章 法人税等, 2010] 
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（temporary difference）に分けて把握される。「永久差異(その他の差異)」は、貸借対
照表上にある資産又は負債の評価額と税務上の資産又は負債の評価額との差額のうち、
将来の期間において課税所得の計算に算入されることのない差異である。このため、そ
れに係る税効果はなく、永久差異(その他の差異)は税効果を認識しない。それに対して、
「一時差異」は、貸借対照表上の資産又は負債の評価額と、課税所得の計算の結果算定
される資産又は負債の評価額との差額のうち、将来の期間において課税所得の計算に、
益金又は損金として影響を与えることによって、解消されていく差異である。そのため、
税効果が存在し、一時差異は税効果が認識される。このように、会計上と税務上の差異
を、貸借対照表の資産および負債と課税所得計算上の資産および負債の差額から把握し、
税効果を認識する方法は、「資産負債法」であり、資産負債アプローチの考え方に沿っ
たものだと考えられる。 
この、繰延法と資産負債法の立場の違いは、税効果額の計算上の適用税率の違いにも
現れてくる。繰延法の立場であると、貸借対照表上現れる税効果は、差異発生期間の税
効果額計算の結果導かれるものであって、それ自体の資産性や負債性に関わりなく、損
益計算との関わりにおいて計算されることになる。この考えからすると、差異発生期間
における税引前利益と法人税等との対応関係を特に強調することから、現行税率を適用
すべきであるとの考え方になる。また、「一時差異等が生じることで、差異発生期間に
関連して支払うべき法人税等の金額がどれだけ減尐又は増加させたか」を表すことが焦
点となるので、一度現行税率により税効果額が計算されると、その後に修正されること
はなく、確定したものになることを意味する。つまり、「法人税等の期間配分の結果、
貸借対照表上示される税効果は、損益計算の結果として時期以降に持ち越される項目に
他ならず、それ自体の資産性や負債性は問題にされない」 [齋籐真哉, 2010, ページ: 259]
と考えられ、収益費用アプローチの考え方に基づいている。 
一方、資産負債法の立場からすると、税効果額は、「ある期間で発生した一時差異等
がその解消期間における実際の税金支払額に対してどれだけの影響額を有しているの
かを見積った金額」 [齋籐真哉, 2010, ページ: 259]として認識測定されたものであると
する。この考え方からすると、一時差異が解消する将来の期間での税率が重要になるこ
                                                                                                                                                          
29収益費用の観点から差異を把握する方法や、資産負債の観点から差異を把握する方法からで
は把握できない、税効果を有する差異として、繰越欠損金がある。この繰越欠損金については、
「将来の課税所得と相殺可能な繰越欠損金等については、一時差異と同様に扱うものとする」
(税効果会計基準第二・一４)として一時差異に含まれる。 
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とから、予測税率を適用することになる。一時差異が解消する時期の予測税率を適用し
て計算した税効果額は、あくまでもその時点での法人税等の支払金額への見積影響額に
すぎないので、税率が変更された場合には、税効果額が修正されることとなる。また、
資産負債法からすると、将来税金を減算する効果のある一時差異(繰越欠損金を含む)に
係る税効果が繰延税金資産になる。また、将来税金を加算する効果のある一時差異に係
る税効果が繰延税金負債になる。このように、将来の税金を減尐させたり、将来の税金
を増加させたりする効果のあるものが、繰延税金資産や繰延税金負債になるので、それ
らの効果がないと判断したならば、これらを控除することになる。つまり、回収可能性
のある繰延税金資産や、支払可能性のある繰延税金負債のみが計上されることになる。
このことは、貸借対照表には、資産性のあるものおよび負債性のあるものを計上しよう
とする資産負債アプローチの考え方を取り入れているものと言える。この場合における
税効果額は、あくまで税引後利益と法人税等との対応関係を表すものであり、そこに公
正価値で測定値を限定しようというような考えを取り入れてはいないので、許容資産負
債アプローチと考えられる。 
 
第５節 それぞれの項目における資産負債アプローチの現われ方 
以上見てきたように、現在では、収益費用アプローチから資産負債アプローチへと利
益計算の考え方が変わってきたのは確実である。しかし、資産負債アプローチに移行し
ても、従来からの収益費用アプローチの考え方を真っ向から否定しているわけではない
ように思われる。実際の財務諸表項目の中でも、従来の収益費用アプローチの考え方と、
資産負債アプローチの考え方のそれぞれがお互いに補いながら利益計算していると考
えられる。その意味では、許容資産負債アプローチの考え方が最も実務に適した考え方
ではないかと思われるのである。 
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第５章 資産負債アプローチと日本の会計制度 
 
第１節 資産負債アプローチが日本の会計制度に及ぼす影響 
第 1 章から第 4 章までで、資産負債アプローチの変遷の概要を把握し、その過程で資
産負債アプローチが多義的であること、そして、資産負債アプローチを二つ（許容資産
負債アプローチと制限資産負債アプローチ）に分類し、どのようなアプローチがあるべ
きアプローチかを考察した。また、実際に収益認識、また、いくつかの財務諸表項目に
おける資産負債アプローチがどのようにとらえられているかを確認してきた。 
この第 5 章では、資産負債アプローチと日本の会計制度との関わりを検討していくが、
特に第 1 節において、今までの資産負債アプローチの流れと、今後の資産負債のアプロ
ーチの方向性を確認した上で、日本が今後、利益計算についてどのような立場で考えて
いくべきか、つまり、資産負債アプローチに対する日本の対応のあり方を模索していき
たい。その上で、第 2 節から第 4 節で現在の日本の会社法や税法との関わり方を個別に
考え、第 5 節で全体として日本の今後を考察してみたい。 
 
第１項 資産負債アプローチの本来の意義と今後のあり方 
まず、今までの資産負債アプローチの流れを確認したい。資産負債アプローチの流れ
は、後掲する図 5 のように、1976 年 FASB 討議資料における当初の許容資産負債アプ
ローチから、徐々に、認識測定においてまでも、資産と負債の直接的な測定値、具体的
には公正価値などを志向して利益をとらえる制限資産負債アプローチに傾斜していっ
た。しかし、IASB と FASB の収益認識プロジェクトでの議論の過程（第 3 章参照）で
は、10 年近くの長期にわたる議論のなかで、基本的には資産負債アプローチの考え方を
ベースにしているものの、2004 年頃の収益費用アプローチの考え方を完全に否定する考
え方から、次第に資産負債アプローチのなかに、収益費用アプローチの考え方を取り込
んだ考え方に変化していった。このように、収益認識の公開草案では、許容資産負債ア
プローチで考えられているように思われる。（第３章第３節参照） 
また、第 4 章でいくつかの財務諸表項目について、資産負債アプローチの運用状況を
確認してきたが、必ずしも制限資産負債アプローチの考え方を取り入れ、公正価値のみ
を測定属性に固執したものではないと考えられる。むしろ、個々の財務諸表項目におい
て、収益費用アプローチの考え方を否定せず、収益費用アプローチの考え方では取り込
60 
 
めなかった資産性や負債性のあるものを、包括的に貸借対照表で取り込むために、また
は、資産性や負債性のないものを幅広く取り込み過ぎないように、資産負債アプローチ
を導入しているように思われるのである。その意味では、資産負債アプローチは、収益
費用アプローチを補完しているものと考えられる。 
これは、収益費用アプロ－チだけでは、貸借対照表上に資産や負債の定義を満たさな
い繰延項目や引当金が計上されたり、期間対応をあまりにも重視するため、期間対応か
ら外れた資産や負債はオフバランスされたり、また、収益費用アプローチの基本である、
発生主義や配分概念には、経営者の恣意性が介入しやすいという問題点があることによ
る。このような問題に対応するために、資産負債アプローチが生まれたといえよう。そ
れは、収益や費用の期間配分に関する恣意性を極力小さくするため、また、経済的資源
でないものを無制限に将来に繰り延べることや、支払い義務ではないものを無制限に見
越し計上することに制限をかけ、それとともに、本来であれば資産や負債の定義を満た
すものであるにも関わらず、オフバランスされてしまっているものを計上するためにも、
つまり収益費用アプローチのいきすぎた運用に歯止めを掛ける意味で、資産および負債
に経済的資源を結び付けて定義しようとするものが、資産負債アプローチの意義であろ
う。 
その意味では、資産負債アプローチの考え方は、そもそも収益費用アプローチを否定
するものではなく、それを補完するためにあるのであるといえる。このことから、制限
資産負債アプローチではなく、許容資産負債アプローチが資産負債アプローチの本来の
姿ではないかと思われる。 
 
 
図 5 資産負債アプローチの流れ 
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現実には、許容資産負債アプローチの考え方がベースに利益計算が行われており、今
後も許容資産負債アプローチをベースとして利益計算が行われることが、望まれるとこ
ろである。 
 
第２項 IASB の公正価値に対する考え方 
これまでの考察の中でも、許容資産負債アプローチの考え方が基本的に受け入れられ
ているように思われるが、しかし、IASB は、ことあるごとに公正価値を持ち出し、制
限資産負債アプローチの考え方を植え付けようとしているようにも思われる。 
公正価値について、IASB は IFRS 第 9 号「金融商品」の結論の根拠を参照に考察し
てみると、以下のように考えている。 
「情報の有用性はフレームワークにおける 4 つの質的特性、すなわち、信頼性、理解
可能性、目的適合性及び比較可能性に照らして評価しなければならない。従って、取得
原価は信頼性のある（そして客観的な）金額であるが、目的適合性はほとんどない。･･･
中略･･･公正価値で測定することは、適切な測定技法とインプットを使用するならば、
情報が信頼性を有するためのフレームワークの要件を満たす。」（IFRS 第 9 号「金融
許容資産負債アプローチ 
制限資産負債アプローチ 
？ 
許容資産負債アプローチ 
1976 年討議資料 
例えば、収益認識に
おける 2004 年頃の
公正価値モデル 
例えば、収益認識の公正価値
モデルから配分モデルへの
変化 
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商品」BC79(a) ）として、公正価値で測定することが、資本性金融資産においても妥当
であるとしている。 
また、「資本制金融商品とデリバティブへの投資に関しては、公正価値が最も目的適
合性のある情報を提供する。取得原価は、当該金融商品から生じる将来キャッシュ・フ
ローの時期、金額及び不確実性について予測価値のある情報を、ほとんど提供しない。
多くの場合、公正価値は取得原価とは大きく異なる。」（IFRS 第 9 号「金融商品」BC76(a)）
として、取得原価では、有用な情報を提供しないと結論づけているように思われる。  
よって、IASB は、公正価値を最も目的適合性のある測定属性として、どの基準にお
いても重視する姿勢をとっている。 
このように、公正価値を重視する立場ではあるが、一方で、以下の点についてもある
程度の理解があると見られる。つまり、「当審議会は、企業を評価する際に、財務諸表
の利用者は、投資リターンを生み出す以外の目的で保有される持分価値から生じる公正
価値の変動と、売買目的で保有される持分投資から生じる公正価値の変動とを区別して
いることが多いことに留意した。このため当審議会は、一部の投資に係わる利得及び損
失をその他の包括利益に区分表示することは、財務諸表の利用者に有用な情報を提供す
る可能性があると考えている。それにより、財務諸表の利用者が、関連する公正価値の
変動を容易に識別し、それに従って評価することができるようになるからである。」
（IFRS 第 9 号 BC83）．これは、金融投資と事業投資とを区別する考え方を否定して
おらず、そのような考え方について、一定の理解をしているものと思われる。  
しかし、この場合、公正価値変動の事後における純損益への振替（リサイクリング）
を認めていない点について、許容資産負債アプローチの観点からは問題があると思って
いる。 
つまり、IASB では、BC86(b)リサイクリングにて、以下のように考えているからであ
る。「多くのコメント提出者は、公正価値変動の事後(資本制金融商品に対する投資の認
識の中止時)における純損益への振替(リサイクリング)を禁止する提案を支持しなかっ
た。そうしたコメント提出者は、実現損益と未実現損益との間の区別を維持するアプロ
ーチを支持し、企業の業績に実現したすべての利得及び損失を含めるべきであると述べ
た。しかし当審議会は、そうした投資に対する利得及び損失の認識は一度だけとすべき
で、その他の包括利益に利得又は損失を認識した後、純損益に振り返ることは不適切で
あるという結論を下した。さらに当審議会は、利得及び損失の純損益へのリサイクリン
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グは、IAS 第 39 号における売却可能区分に類するものを作ることになり、これまで適
用上の問題があった資本制金融商品の減損の有無の検討が必要になることに留意した。
それは金融商品に関する財務報告を大幅に改善することにも、複雑性を減尐させること
にもならない。したがって当審議会は、資本性金融商品の認識の中止を行う際の利得及
び損失の純損益へのリサイクリングを禁止することを決定した。」 
このように、IASB は、公正価値を測定属性とすることを重視し、利得及び損失の認
識は一度だけとすべきで、その他の包括利益に利得又は損失を認識した後、純損益に振
り返ることは不適切と考えている。 
 
第３項 IASB の考え方に対する対応方法 
しかし、IASB の考え方は、内生的な問題点をはらんでいるように思われる。たとえ
ば、第 2 項で述べたように、IASB は「投資に対する利得及び損失の認識は一度だけと
すべきである」としており、リサイクリングを禁止している。しかし、その考え方は一
貫しているわけではなく、例えば、在外営業活動体の処分時に、当該在外営業活動体に
関連した為替換算調整勘定の累計額を純損益に振り替える、リサイクリングの処理がな
される。また、キャッシュ・フローヘッジは、ヘッジ対象が予定取引の場合において、
ヘッジ手段の評価損益をヘッジ対象の損益が確定するまでその他の包括利益に計上し、
確定時に損益に計上し、リサイクリングしている。 
これらの処理は、その他の包括利益のなかを、実現もしくは未実現を識別し、未実現
から実現した場合には、リサイクリングの必要性を示しているものではなかろうか。  
また、金融投資と事業投資の違いをある程度、認識しているものと思われるが、事業
投資と取得原価と純利益の関係が整理されていないため、事業投資のすべてにおいて、
公正価値で測定することが、目的適合性があるとしている。取得原価の持つ純利益との
関係を考えることなく、その時点での公正価値で測定した資産の測定値をもって、意思
決定の有用性を測ることを重視するから、いきおい公正価値を偏重することになるので
ある。 
しかし、実際の個々の基準を考察した場合、IASB の考える資産負債アプローチは、
本稿で考察してきたとおり、収益費用アプローチを内包する。この場合、純利益と包括
利益の概念が生じ、包括利益のうち、「投資したものから実際に事業を通じてキャッシ
ュを獲得し、適切な事実に裏付けられた投資の成果である」純利益部分を区別する必要
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性も生じる。(第 2 章 4 節参照)。にもかかわらず、IASB が公正価値を偏重し、また、純
利益と包括利益を分けて考えることをしないのであるならば、意思決定有用性が損なわ
れることになるであろう。つまり、IASB が公正価値を偏重し、リサイクリングの重要
性を認識しないで、制限資産負債アプローチの考え方に移る可能性があることを意味し
ていると思われる。 
このため、制限資産負債アプローチに逆戻りしないような、確固とした流れを作り出
す必要があろう。そのような流れを作るためには、どのような制約を IASB に課すのが
妥当であろうか。 
考えられることは、財務諸表の情報が、フィードバック効果を持つ情報であることを
今一度考え直すことである。つまり「会計情報によって投資家が成果に対する事前の予
測を改訂することを通じて企業の将来キャッシュフローの予測に資するという観点」か
ら、財務報告の目的を考えることが必要である。実際には、IASB の概念フレームワー
クでも同じことを QC830で述べているが、しかし、それがどのようなものであるかが、
明確になっていないように思われる。 
投資家は、将来期待しうるキャッシュフローの現在価値と投資をするためにリスクに
さらす現在のキャッシュを比較しながら投資する。将来期待しうるキャッシュフローは、
絶えず新たな情報のもとで見直され、投資が継続するに値するかどうかを決定しなけれ
ばならない。投資家は、将来に期待しうる成果を、過去においてなされた期待に対して
実際の事実がどうであったかを比較することによって、初めて見直すことができる。こ
れらの比較なくして、将来に期待しうる成果を改訂することは困難である。そして、こ
のような見直しが可能な効果、つまり、フィードバック効果なくして、投資の意思決定
の妥当性を測るのは難しい。このように考えると、フィードバック効果をもたらす財務
情報が、いかに重要であるかが確認できる。 
 
また、第 4 章の引当金の部分でも、述べたことであるが、「現行の定義では、まず、
経済的便益の「将来」の流出に重点を置いて識別している、また、負債を生じさせた「過
去」の取引または事象を識別することにも重点をおいている、そのため、期末日「現在」
                                                   
30 IASB の概念フレームワーク QC8 項では、「財務情報は、もしそれが将来の成果を予測する
ために利用者に使用される過程でインプットとして使われるのであれば、予測可能性のある数
値として価値を持つ。」としている。 
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において企業が経済的義務を実際に有しているかどうかについて重視されていないと
考えられた」 (第 4 章から抜粋)と述べた。このことから、IASB では、負債の定義にお
いて、「現在」時点に最も重点を置く考え方が重視され、蓋然性要件を負債の認識要件
から削除することや、現在時点での決済額を重視するという方向での提案がなされてい
る。 
これと同じような流れが、2010 年 8 月に公開草案が公表されたリース会計でも見ら
れるように思われる。今回のリースに関する公開草案では、オペレーティングリースや
ファイナンスリースの概念をなくし、リース物件から「使用権」を計上する方向にある
とされる。この考え方も、ある意味で「現在」に最も重点を置き、現在の時点で経済的
便益が享受できる経済的資源があるのであれば、できうる限り計上しようとしているの
ではなかろうか。公正価値を志向していた制限資産負債アプローチが形を変えて、「現
在」を過度に重視した測定方法を求めているように思われるのである。 
これについても、財務諸表の情報が、投資家にとってフィードバック効果を持つ情報
に資するものであると考えられることから、その方向性の妥当性を考えるべきであると
思われる。 
 
第４項 IFRS への日本の基本的な対応 
これに対して、日本としてどのように対応しうるであろうか。IFRS の方向性が、許
容資産負債アプローチで固定化するのであれば、受け入れられるものであろう。しかし、
今後の IFRS が制限資産負債アプローチを志向し、公正価値で測定することを特に重視
し、収益費用アプローチの考え方を全く排除してしまおうとするのであれば、そのまま
日本の一般に公正妥当な企業会計の基準として受け入れることは、収益費用アプローチ
の考え方を基本としてフローを重視し、利益についてリスクを負った投資の成果がリス
クから解放されて実現したものと考える日本の考え方と根本的に異なるため、問題があ
ると思われる。 
しかし、もし、IFRS が制限資産負債アプローチへ傾斜するのであれば、日本として
は、どのように対応すべきであろうか。その場合の選択肢としては、以下の二つあると
思われる。 
１．適用する範囲を限定する 
２．カーブアウトやカーブインする 
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一つ目の適用する範囲を限定するとは、一定の公開会社の連結財務諸表のみで適用す
る等、IFRS を適用する会社の範囲を限定する方法である。そして、今ひとつは、カー
ブアウトやカーブインすることである。カーブアウトは、ヨーロッパにおいても実施さ
れているが、自国の会計基準と整合しない部分においては、その部分については、IFRS
を適用対象外にする方法である。さらに、積極的に自国の会計基準と整合する会計処理
を組み込むのがカーブインである。 
どちらにしても、一部の限定的な適用になるため、適用するのであれば全面的に適用
するように要請する IASB や、それを志向する投資家や海外の規制当局の意向と齟齬が
発生する可能性がある。 
グローバルに展開する企業にとっては、一つの会計基準に統一されるメリットは大き
いことを考えると、必ずしも IFRS 適用を敵対視する必要もない。また、たとえ IFRS
を全面的に適用することになったとしても、基本的に IFRS が資本市場における投資の
意思決定に資する会計情報を提供することが目的であることを考えると、適用範囲を上
場企業の連結財務諸表に限ったとしても問題はない。もし、中小企業も含めて IFRS を
適用することになったとしても、中小企業の場合は必要に応じてカーブアウトやカーブ
インしても、利害関係者が限られていることを考えるとそれも可能であろう。  
法制度上、自国における裁量権限を有することは当然のことであると考えると、どこ
までの範囲でどのように運用するかの決定権は日本にある。いずれにしろ、適用範囲や
運用方法を含め、関係者が想定する IFRS 適用のメリットとデメリットを十分検討する
必要があろう。 
 
第２節 日本の会計制度の概観 
日本の会計制度の特徴は、従来、トライアングル体制と称して、企業会計、商法及び
法人税法間の調整が図られてきた。しかし、今日では、企業会計と会社法会計との間は、
歩み寄りの方向を見せており、その一方で、両者と税法会計が対立化してきた。 
 
第１項 従来のトライアングル体制 
従来のトライアングル体制は次の 3 つの会計規制からなる。 
1. 旧商法及び会社法会計 
株主及び債権者保護を目的とし、分配可能利益限度額の計算に関する会計を規制  
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2. 企業会計（金融商品取引法にもとづく） 
投資者保護を目的とし、情報提供機能の観点から企業の財政状態、経営成績及び
キャッシュフローの状況に関する会計を規制 
3. 税務会計 
法人税法に基づいた課税の公平性を目的とし、課税標準額の計算に関する会計を
規制 
これらの３つの会計規制は、それぞれが相互に関連し牽制しあっていることから、ト
ライアングル体制と呼ばれてきている。トライアングル体制が形成された当時の法的枠
組みの対象と目的（理念）は、表 10 にあるようにまとめられる。 
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表 10：日本の旧企業会計法の枠組み（[  ]は現在の法律名） 
 規制の対象 規制の内容 法の目的（理念） 
商法（株式会社の部） 
［会社法］ 
株式会社一般 
会社一般 
配当規制＋開示規制 債権者保護＋株主保
護 
証券取引法 
［金融商品取引法］ 
公開会社 開示規制 投資者保護 
法人税法 法人一般 課税規制 課税の公平性 
歳入の確保 
（出典： [徳賀芳弘, 2010]） 
 
商法では、すべての会社を対象に、配当規制と開示規制をもって、債権者や株主を保
護し、利害調整の機能を果たしていた。一方、証券取引法は、株式を公開し幅広く資金
調達を行っている会社に対して、投資者保護のため開示規制をおき、これに対して、法
人税は、法人一般を対象に、公正かつ適切な法人課税所得の算定を目的に、課税所得規
制があった。 
 
図 6：従来のトライアングル体制 
 
これらの三つの関係を、法律間の関係から整理すると、証券取引法は、商法（基本法）
の特別法（補充法）という関係にあり、商法と法人税法との間にはいわゆる確定決算基
準（法人税法第 74 条）が存在するため、商法を中心とした両天秤型の企業会計法の構
企業会計 
(旧)商法 税法 
企業会計原則及び GAAP 
確定決算主義 
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造となっていた。また、証券取引法と法人税法との間には、税法の強行性や二度手間の
コストを避けるために証券取引法会計も法人税の規定に基づいて利益計算を行う場合
が多かった。 
しかし、これらのトライアングル関係は、三者の計算規定を完全に一致させようとし
ていたわけではない。商法は配当規制を有していた関係で、商法上の配当規制と、証券
取引上の開示規制とは一致していなかった。また、法人税法上も、別段の定めがあった
ため、それぞれ三者が完全に一致してはいなかった。 
 
第２項 三つの会計と一般に公正妥当と認められる会計基準の関係 
企業会計と、旧商法は、基本的には、「企業会計原則」をベースとした「一般に公正
妥当と認められる会計基準」によって財務諸表もしくは計算書類を作成していた。法人
税もまた、法人税法 22 条で、課税所得算定の前提となる、法人の費用および収益の額
は、「別段の定め」を除き、「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準」に従って
計算されることを規定しており、基本的に、三つの会計すべてが「一般に公正妥当と認
められる会計処理の基準」に従って計算されてきたと判断できる。 
 
第３項 税法と会社法（旧商法）の関係 
しかし、法人税法については、法人税法 74 条にて、「法人は税務署長に対し、「確
定した決算」に基づいた申告書を提出すること」になっているため、商法上確定した決
算における利益を基礎として、税法の規定により調整を加えることで課税所得の金額の
計算を行なっている。つまり、税法上の計算基礎は商法上確定した決算が基礎になる。
これを確定決算主義といい、税法と商法が互いに密接な関係があることを意味する。そ
れは、商法が会社法に変わった現在も、法人税の課税所得は、会社法の決算利益から出
発することから、この関係は基本的には変わっていない。 
ここで、確定決算主義を採用している理由は、主に次の二つの理由による。[杉田宗久, 
2002] 
①課税の便宜性 
企業の課税所得計算の簡便化、課税当局側のコスト削減、また、企業会計を基礎とで
きることで税制を簡素化できる等の、課税の便宜性 
②課税の安定性 
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商法上の計算書類と税法上の計算書類が分離されている場合、企業としては、表示上
の利益はより大きく、税務上の所得はより小さくなるような会計処理を選ぶ可能性があ
る。損金経理要検討により両者の結合を維持することで、課税所得が不当に減尐する事
態を防ぐ。 
このことから、税法にとって会社法上の確定決算数値は基本数値となるため、できる
だけ会社法上の決算数値が、税法上の課税所得数値と一緒になるように、考慮されてき
たことが、トライアングル体制を維持する理由の一つにもなっていた。 
 
第４項 会社法（旧商法）と企業会計の関係 
一方、会社法(旧商法)と、企業会計の関係は、会計処理のルールと、開示規制の観点
から、図 11 のように整理される。 
 
表 11：会社法と企業会計の関連法規 
 会社法 企業会計 
会計処理のルール 会社法 431 条から 465 条 
「一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の慣行」に従
う 
「企業会計原則」等「一般
に公正妥当と認められる会
計基準」 
開示規制 会社計算規則 財務諸表等規則等 
金融商品取引法に基づく 
 
昨今の企業会計が著しい変化を遂げるようになったことに比べ、旧商法の会計規則は
利害調整を目的とするため、一般的に法律制定手続に時間を要し、企業会計の変化に対
して、法改正が遅れるのが常であった。 
これに対して、旧商法は、平成 13 年、14 年に商法改正、および平成 17 年の会社法
によって、抜本的に改正され、それまで商法本体で規定された財産評価と配当規制の一
部を省令委任（平成 14 年商法改正）という形で、本体から切り離した。これによって、
これまで商法本体の改正手続のために時間を要していたが、省令委任の形になり、企業
会計の変化に対して柔軟かつスピーディーな対応が可能となった。 
しかし、この省令化により、会社法の利害調整機能（配当可能利益や、資本と利益の
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区分に関する規定）は、企業会計（意思決定の有用性のために、情報開示機能を重視す
る方向へ進む）の影響を、受けやすくなった。当該影響が利害調整機能を害するもので
なければ問題はないが、利害調整機能を害するような影響である場合、どのように調整
するかが問題となる。 
これに対しては、商法の配当規制と企業会計の開示規制に対しては、1997 年 6 月に
公表された『商法と企業会計との調整に関する研究会報告書』（大蔵省・法務省［1998］）
で、会社法が「配当規制」を「開示規制」から切り離し、「開示規制」を証券取引法会
計にゆだねるという方向へ向かった。「開示規制」の目的に商法と企業会計の間で大き
な差異はないと考えられていた時代の企業会計であれば、問題は大きくはなかったであ
ろう。 
しかし、昨今、日本の会計基準が IFRS へ急速にコンバージェンスされ、アドプショ
ンの可能性のある現在、開示規制の目的に大きな差が生じている状況になってきたよう
に思われるのである。IFRS では、財務諸表上の資産性や負債性も、従来の会社法の想
定していた資産性や負債性の概念とは異なっていると考えられる。つまり、実際に利害
調整時に割り当てられる資産や負債を表す数値ではなく、あくまでも期待値を加味した
計算上の数値であるためである。そのため、企業会計が、IFRS の影響を受けるに従っ
て、会社法上では、評価規定を詳細に省令化する必要性が生じ、また、配当財源につい
ても、個別詳細に省令化で対応せざるをえなくなってきた。 
 
表 12:日本の会計基準の IFRS へのコンバージェンスの動き 
 商法改正・会社法 企業会計 
開示規制 評価規定の省令化 日本の会計基準の IFRS へのコンバージェ
ンス 
（IFRS における資産負債アプローチの考
え方が台頭してきた） 
 
配当規制 配当財源の省令化 
 
 
第５項 企業会計と法人税法の関係 
企業会計と法人税法との間に、直接的な法律関係はないが、実務上では、法人税法の
みが詳細な規定を有している項目に関しては、税法の強行性の影響があることや、税法
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と企業会計とで異なる計算をすると二度手間がかかるというコストの問題が発生する
ために、企業会計でも法人税の規定を援用して利益計算を行うことが多く見られた。し
かし、「法人課税小委員会報告」（税制調査会［1996］）にも述べられているように、
法人税法会計は、適正な課税の実現という税法固有の観点から必要に応じ、会社法会計
及び証券取引法会計と異なった取扱いをすることが適切であると考えられ、その結果、
会社法会計および証券取引法会計から離れ、独自の目的にあった計算をする方向に向か
っているのが現状であると思われる。 
 
図 7：現在のトライアングル体制 
 
 
第６項 現在の日本の IFRS への対応 
日本では、2009 年 6 月に、金融庁の企業会計審議会より「我が国における国際会計
基準の取扱いに関する意見書（中間報告）」が公表された。ここでは、今後の国際会計
基準へのコンバージェンスを進めるために以下のように述べ、「連結先行」と言われる
案を提案している。 
「連結財務諸表と個別財務諸表の関係を尐し緩め、連結財務諸表に係る会計基準につ
いては、情報提供機能の強化及び国際的な比較可能性の向上の観点から、我が国固有の
商慣行や伝統的な会計実務に関連の深い個別財務諸表に先行して機動的に改訂する」  
企業会計 
(旧)商法 税法 
会計基準の変化 
確定決算主義の崩壊？ 
会社法 
コンバージェンス 
国際会計基準
（IFRS） 
省令化 
上場企業 中小企業は？ 
中小企業 
会計方針？ 
金融商品取引法 
公開会社法？ 
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第３節 日本の税制に及ぼす影響 
IFRS が今後の日本の法人税制に及ぼす影響を概観する。まず、法人税法上の基本的
な所得概念を確認した上で、IFRS が導入された場合、日本はどのように対応するのか、
基本的な考え方を考察する。 
法人税法上の所得概念は、包括的所得概念であると言われる。「包括的所得概念とは、
担税力を増加させる経済的利得のすべてを所得と観念するものであり、法人税法におい
て特に主張される純資産増加説に共通する。従って、違法所得のような非規則的な経済
的利得もすべて「所得」を構成することになるほか、企業の経済的成果については、基
本的には、発生主義的な考え方より経済的利得を測定することが必要になる。その意味
では、会計基準のコンバージェンスが時価主義を志向するというのであれば、この所得
概念と共通するところがある。」 [品川芳宣, 2009]との考え方もある。 
法人税法が、発生主義的な考え方より経済的利得を測定しているとするのであれば、
収益費用アプローチよりむしろ、資産を経済的便益、また、負債を経済的便益の犠牲と
考える資産負債アプローチの考え方に近いとも考えられる。そうであるのであれば、
IFRS が導入されたとしても、基本的な考え方が一致していると考えると、日本の税制
に及ぼす影響は軽微であると思われる。 
しかし、実際には、第 2 節で見てきたように、税法による会計も、尐なからずトライ
アングル体制の中で、商法や企業会計の影響を受けてきたことから、現在においてはそ
の影響が軽微であるとも言い難くなった。 
また、税法は、担税力に応じた税負担によって課税の公平性と租税収入の安定化を求
めていることから、実現した所得に焦点が当てられる。もし、IFRS が今後、公正価値
を志向し、実現概念を考えない制限資産負債アプローチへ向かうとなると、この場合は、
税法の考え方とは異なるものとなる。 
そのうえ、コンバージェンスやアドプションに伴い、会計基準を頻繁に変更し、その
変更を税法上にも及ぼすべきかの是非は、明確性や、便宜性、コストの問題と言った、
現実的な問題も考慮されなければならないであろう。 
IFRS の目的は、基本的に資本市場における投資の意思決定に資する会計情報を提供
することである。分配可能利益の算定や課税所得の算定を目的として作成されたもので
はない IFRS が、会社法会計や法人税法会計と適合させるのは難しいと言われる。日本
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においても、企業会計が、会社法会計や法人税法会計と適合させるのは、それぞれ異な
る会計目的を持つため、難しかった点では IFRS と同じ位置づけであった。しかし、そ
れでも、基本的に同一の会計計算が行われてきた。それは、それぞれ、目的の衝突の可
能性を緩和するように、配当規制を切り離し、配当に関しては会計計算と別個に配当制
限を課すことや、税法上では企業会計から離れた独自の目的にあった計算を要求してい
くことで対応できたからである。そうであれば、IFRS に対しても、同様に許容しうる
と考えられる。もし、IFRS を課税所得計算の基礎に用いるのであれば、課税所得とし
ないものを別の規定で定める「別段の定め」の条項を増加させればよいからである。 
ただし、この独自の目的にあった計算をするためには、「別段の定め」として定めら
れる規定の数が格段に増加することは確実であろう。どれほどの別段の定めが必要とさ
れるのか、今後の IFRS の方向性でも大きく変化するものと思われる。 
 
第４節 日本の会社法に及ぼす影響 
次に IFRS が今後日本の会社法に及ぼす影響を考察する。 
会社法（旧商法）と企業会計の関係は、前述したとおり、平成 10 年「商法と企業会
計の調整に関する研究会報告書」において「商法で個々の資産の評価かをどのような方
法で行うかという問題と、配当可能利益額をいかに算定するかという問題は、分けて考
え得る事柄ではないかと考えられるので、まず、会計処理方法としての適否の観点から
資産評価規定を検討し、その上で、配当規制の観点からの問題の有無を検討していくこ
とが適当であると考えられる」と方針づけられた。つまり、「配当規制」を「開示規制」
から切り離し、「開示規制」は、金融証券取引法会計にゆだねる方向へ舵を切った。そ
して、現行の会社法では、「財源規制」として基本的に「貸借対照表方式」を維持しつ
つも、企業会計の国際化によって、「分配可能性」に疑義を生じさせる資産に対しては、
法務省令で「減算」を行って調整する仕組みが採用されている。 
過度の会社財産の流出防止を目的とする会社法の趣旨からすると、特に、配当から差
し引かれる減算項目に係わる法務省令事項が重要になる。このことから、IFRS が配当
計算の基礎に用いられることになれば、法務省令の財源規制の減算項目が飛躍的に増加
することになるであろう。 
また、「配当規制」と「開示規制」との関係は、連結と個別の関係も問題となる。個
別財務諸表において IFRS とのコンバージェンスを進めることは時間がかかる場合も考
75 
 
えられるため、金融庁は、いまのところ、連結先行理論を提案している。しかし、連単
分離ではなく、連結先行した場合、その選択理由と選択結果は、表 13 のようになると
言われる [徳賀芳弘, 2010]より。 
 
表 13：連結先行の選択に関する因果関係と制度の変化 
連結先行の選択に関する因果関係 [徳賀芳弘, 2010] 
原因  結果 
①連結が個別をベースに作成されており、連結と個別とで
適用基準が異なれば、企業の財政状態および経営成績を
表す基礎となる利益計算に違いが生じることになり、財
務諸表の利用者の判断を誤らせる恐れがあること。 
②二つの基準で財務諸表を作成するためコストが大きく
なること 
 
 
 
連結先行論の
選択 
 
連結先行による制度的変化 
原因  結果 
連結先行論
の選択 
 
 
 
【連結先行の開始時点の姿】 
金融商品取引法会計→連結（IFRS）＋個別（日本基準） 
会社法会計→    連結（IFRS）＋個別（日本基準） 
法人税法会計→          個別（日本基準） 
↓ 
【将来の姿】 
金融商品取引法会計→連結（IFRS）＋個別（IFRS） 
会社法会計→    連結（IFRS）＋個別（IFRS） 
法人税法会計→          個別（IFRS） 
 
上記のような連結先行の場合は、究極的には、IFRS と完全にコンバージェンスされ
た連結財務諸表の作成基準を通じて、個別財務諸表も IFRS で作成されることになる。
この場合は、会社法に対しては配当制限条項を、法人税法に対しては別段の定めをもっ
て対応することになる。ただし、どれほどの定めがいるのか、どこまでを調整の程度と
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いうのか、そして多くの相違点を抱えてまで、会社法や法人税法が IFRS を採用してい
ることを重視する必要性があるのか不明である。会社法や法人税法は、すべての会社一
般に影響が及ぶので、深慮が必要であろう。 
2009 年 6 月公表の中間報告においては、2012 年をめどに IFRS の強制適用の是非を
判断するとしている。中間報告では、上記のように、連結先行の考え方であったが、こ
れに対して、連単分離の考え方もある。しかし、この場合、同一の計算・開示の目的を
有する同一の制度において、連結財務諸表と個別財務諸表に違う会計基準を適用するこ
とについては、難しいと考えられる。では、個別財務諸表についても IFRS を適用する
（連単一致）のか、もしくは、個別財務諸表自体を基本財務諸表の一つとしない（個別
廃止）のかという選択肢があるとされる。［秋葉賢一、2010g］どちらにしても、これ
から 2012 年の強制適用の是非の判断までで、どのような議論がなされ、どのように判
断されるのか、注視されよう。 
 
第５節 日本の会計制度への問題点とその対応策 
いままでの考察から、まず、IFRS のあるべき姿を許容資産負債アプローチに求めて
きた。今後も、IFRS が許容資産負債アプローチに向かっていくのであるならば、現在
の会計基準と大幅な差異はないと考えられることから、もしそうであるならば、日本の
会計制度、特に会社法や、税法に多大な負荷をかけることはないであろう。そして、今
後もコンバージェンスや、アドプションの方向に進むことになろう。 
しかし、今後、IFRS が制限資産負債アプローチの考え方に傾斜して、公正価値に固
執するのであれば、従来の考え方と大幅に変わると考えられることから、会社法や税法
にも大きな影響を及ぼすであろう。 
現段階では、IFRS が今後どのような方向性に行くのかよくわからない。これから、
どのように IFRS が変化していくのか注視する必要があろう。IFRS が今後の日本の会
計のあり方を決めると言っても過言ではないからである。 
ここでは、本稿のまとめとして、以下について述べたい。 
①あるべき姿として求めてきた許容資産負債アプローチと日本の制度のあり方 
②許容資産負債アプローチの考え方を採用すると、純利益と包括利益の二つの利益が
生じるが、この純利益はどのような性格を有するのか、今後何が問題になるのか。 
③許容資産負債アプローチの持つ限界を含めた今後の課題 
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第 1 項 許容資産負債アプローチと日本の制度（小括） 
これまで、日本は外圧に押されて、自国の会計基準を変革してきたように思う。今日
においても、必要に迫られて国際的な調和を目指し、ハーモナイゼーションから、コン
バージェンス、そしてアドプションへと変化を受け入れてきたとも言える。 
その流れを批判的にとらえるだけでなく、そこから得られるものを吟味し、選択し、
また現状にうまく適合させていくのも、日本人として得意とするところであろう。そう
であるならば、その流れは、変化の底流に流れる基本をつかみ、必要なものを吟味し、
それぞれが有機的に整合性をもたらすようなものであることを願う。 
本稿では、IFRS が細則主義ではなく原則主義であるといわれることから、原則主義
であればどのような原則に基づくべきかを模索しようとしたことがきっかけである。そ
の結果、資産負債アプローチの概念が重要であると判断し、経緯と影響を考察してきた。 
しかし、資産負債アプローチとは何であるかからして、一義的ではなく、また、どの
ような状況の下であれば資産負債アプローチであることが望ましいのか、また、そもそ
も、なぜ資産負債アプローチが望まれるのかについての明確な論拠のないまま、資産負
債アプローチという言葉が一人歩きをしてきたように思われる。そして、資産負債アプ
ローチ（とくに制限資産負債アプローチ）を採ることによって、財務諸表利用者にどの
ように有用な情報が提供されているのかについても、明確な判断指針がなかったといえ
よう。何らかの基本原則にさえ基づけば、有用な利益情報が提供されると、根拠のない
まま疑問にも感じず、鵜呑みにしてきたことも多かったように思われる。また、尐なく
とも実務では、基本原則が何であるかについて真剣に考えることもなかったように思わ
れる。しかし、コンバージェンスの過程の中で、多くの会計基準が変更され、また多く
の新しい会計基準がうまれ、それらの会計基準によって何がどのように変わったのか、
また変わるのかの見据えるために、そもそも、その会計基準のもとになった、基本原則
自体が何であるのか、また何であるべきかを考えさせられる契機となることとなった。 
資産負債アプローチは何のために存在し機能するのか。それは、以下のように考えて
いる。企業が生み出す将来キャッシュフローを投資家が予測しようとする場合、企業が
置かれている状況をよりよく知る経営者の将来見通しに基づいて期間配分されたキャ
ッシュフロー（すなわち発生主義に基づく利益）は、単純な現金収支差額よりも、投資
家による利益情報の利用目的にかなうものになり得る。しかし、情報優位であるからこ
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そ、そこに経営者の恣意性が介入される可能性を排除できない。そのため、資産負債の
定義を満たすものというチェック機能を通じて一定の水準の「事実の裏付け」を保証す
ることができると考えられる。それが、本来の資産負債アプローチの概念が導入された、
また、なぜ資産負債アプローチが望まれるのかの答えであろう。 
その意味では、許容資産負債アプローチのような、発生主義をベースとしながらも、
経営者の将来見通しが極力恣意性によって歪められることのないような仕組みとして
の資産負債アプローチを取り入れる考え方が、求められていると思うのである。 
許容資産負債アプローチの考え方からすると、収益費用アプローチが重視する純利益
と、資産負債アプローチからくる包括利益の二つの利益が発生する。次の第 2 項では、
その純利益について、現在の IASB の動向と、純利益の性格と許容資産負債アプローチ
での純利益の考え方をまとめてみる。 
 
第２項 純利益の性格 
アナリストが最も重視する利益指標は、営業利益であると言われ、それは企業の継続
的なキャッシュフローを最もよく示す指標であるからと考えられている。リスクを含む
包括利益と、営業利益の間に位置する純利益は、どのような性格があるのか。 
日本では、「純利益は、投資のリスクからの解放との視点に基づく企業の総合的業績
指標と捉えられており、投資処分時に生じる処分価額と取得価額との差額は、純損益に
反映され、原則として、株主との直接の取引を除けば純損益の累計額と利益剰余金が一
致するというクリーンサープラス関係が成立するという考え方が採られている。」（  [企
業会計基準委員会, 2010]97 項）としている。このため、純損益と包括利益とを同じ包括
利益計算書で記載する場合は、純損益と包括利益を明確にし、両者を調整するために、
リサイクリングが必要になる。 
もし、その他の包括利益を純利益に反映せずに直接、利益剰余金に振り替え、実現時
にリサイクルしないとすると、純利益と言われるものは、いわば経常利益の概念に近づ
くことになる。確定給付年金、持合株式、金融負債等でその他包括利益を計上するがリ
サイクルしない項目が増加している IASB のスタンスは、純利益の経常利益化を狙って
いるようにも見えるとの見解 [金子誠一, 2010]もある。「あるべき純利益の議論を抜き
に純利益が変質していくのは問題だ」 [金子誠一, 2010]と思われるし、あるべき純利益
について、基本的な原則に基づいた考え方（ここでは許容資産負債アプローチ）をもっ
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て IASB は進めるべきと思われる。（参照：第 2 章第 4 節（5）許容資産負債アプロー
チでの純利益と包括利益の関係） 
 
第３項 今後の課題 
本稿では、発生主義をベースとしながらも、経営者の将来見通しが極力恣意性によっ
て歪められることのないような仕組みとして資産負債アプローチを取り入れる許容資
産負債アプローチをあるべき姿とした。では、どのように資産負債アプローチを取り入
れれば、経営者の恣意性を排除できるような仕組みになるのかについては、考えなけれ
ばならない今後の課題である。 
なぜなら、IASB は、リースや負債の測定の公開草案に見られるように、過去および
将来から切り離して、前述（第 4 章第 1 節参照）したとおり、「将来」や「過去」より
も、過度に「現在」の資産や負債を重視しようとしているようにも思われるからである。
会計情報によって投資家が、フィードバック効果を通じて、将来のキャッシュフローの
予測をしていることを考えると、投資家にとって、現在の測定値を過度に重視すること
が、本当に有用であるのかは不明である。ゆえに、「現在」を重視することについての、
そのあり方についてそれがどのように有用であるのかについて、整理する必要がある。 
本稿では、あるべき姿を許容資産負債アプローチに求めたが、どのように取り入れる
か、どのように測定すれば、経営者の恣意性を排除できるような仕組みとしての「事実
の裏付け」として資産負債を認識測定するのかを考えるとき、投資家の有用性を基準と
して判断すべきであると思っている。「現在」を重視することが、測定値を期待値等の
測定困難なものによりかかることが、本当に望まれているのであろうか。企業評価に役
に立ち、投資意思決定に資するような関連性があるのかどうか、また、その信頼性を有
するのかどうか、その結果、投資家の意思決定にとって有用であるのかを考えた上で、
導入されることが望まれる。 
日本は、今後、任意適用から強制適用するのかの判断を行う。財務報告の目的の達成
に近づくための原則とは何か、その基本原則をもって各会計基準間で整合し、納得のい
くものになるのかどうかを常に考えていかねばならないであろう。国際と名のついた
IFRS であるから右にならえと言うのでなく、どのような立ち位置で対応すべきか、そ
れを考えることの重要性を、資産負債アプローチを通して教えられたと思われるのであ
る。 
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